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○ 大学の概要

（１） 現況 （２） 大学の基本的な目標等
① 大学名

国立大学法人岩手大学 (前文)大学の基本的な目標

② 所在地 １．教育目標
岩手県盛岡市 岩手大学は，教養教育と専門教育の調和を基本として，次のような資質を兼

ね備えた人材の育成を目指す。
③ 役員の状況 (１)幅広く深い教養と総合的な判断力を合わせ持つ豊かな人間性

学長名 平 山 健 一 （平成１６年４月１日～平成１７年６月４日） (２)基礎的な学問的素養に裏打ちされた専門的能力
(３)環境問題をはじめとする複合的な人類的諸課題に対する基礎的な理解力

理事数 ４名 監事数 ２名 (４)地域に対する理解とグローバル化に見合う国際理解力
(５)柔軟な課題探求能力と高い倫理性

④ 学部等の構成
人文社会科学部 人文社会科学研究科（修士課程） ２．研究目標
教育学部 教育学研究科（修士課程） 岩手大学は，基礎研究と応用研究の調和を基本として，これまで築いてきた
工学部 工学研究科（博士前期・後期課程） 学問的な伝統に基づく次のような取組により，学術文化の創造を目指す。
農学部 農学研究科（修士課程） (１)人類的諸課題を視野に入れた，人文・社会・自然の各分野にわたる基礎研究

連合農学研究科（博士課程） の推進
(２)国際水準を目指す先端的な専門研究の展開

⑤ 学生数及び教職員数 (３)独創的で高度な学際的研究の展開
学生数 (４)地域社会との連携による新たな研究分野の創出
学 部
人文社会科学部 １，０３７名 ３．社会貢献目標
教育学部 １，０９６名 岩手大学は，教育研究の成果の社会的な還元を基本として，次のような取組
工学部 ２，１４６名 を通じて地域社会と国際社会の文化の向上と発展のための貢献を目指す。
農学部 １，０８６名 (１)地域社会における高等教育の享受のための機会の拡大と生涯学習に資する場
大学院 や学術情報の提供
人文社会科学研究科（修士課程） ４２名 (２)地域社会のニーズに応える地域振興への参画
教育学研究科（修士課程） ８９名 (３)地域社会と国際社会の文化的交流のための取組
工学研究科（博士前期課程） ３８７名
工学研究科（博士後期課程） ７８名
農学研究科（修士課程） １４２名
連合農学研究科（博士課程） １４１名

特殊教育特別専攻科 ３名
農業別科 ２名
（附属校園 １，４３３名）

教員数 ５１０名
職員数 ３０１名



- 2 -

岩 手 大 学

全体的な状況

１．中期計画の全体的な進行状況 施設開放については窓口を財務部財務課に一本化し，地域住民の利便性を向上させ
（１）はじめに（法人化 年目を総括して） た。1

岩手大学は，平成 年 月の国立大学法人化に当たり，学長・役員による大学構成16 4
員に対する説明会の開催及び資料「国立大学法人岩手大学発足にあたって」の配布等を （２）中期計画・年度計画の概要と進行状況
通して 法人化の趣旨・岩手大学の理念・目標等の周知徹底を図った これを踏まえて 中期計画において 「幅広く深い教養と基礎学力を有する高い専門性を備えた人材， 。 ， ，
新たに地域連携と国際化を基礎理念に据えた教育・研究・社会貢献の実施を本学の使命 養成」を本学の教育活動の目標として掲げている。研究活動及び社会貢献の目標につ
として掲げて法人化 年目の歩みを開始した。 いては 「地域の研究拠点として科学・文化の継承・発展に寄与する研究活動に取り1 ，
この理念にもとづく初年度の具体的な成果として，次のような事業をあげることができ 組み，その成果に基づいた社会貢献は本学の大きな責務である」ことを示している。
る。まず，本学が置かれた寒冷地としての地域特性を十全に生かした 世紀 プロ 中期計画中でこれらの目標実現のために設定された計画事項は 項目であり，その21 COE 211
グラム「熱―生命システム相関学拠点創成」の全学的研究グループ化に努めて，北東北 中，大学の教育研究等の質の向上に関する計画については 項目，業務運営の改善150
発の世界水準研究の発信を試みた。また 「都市エリア産学官連携促進事業（いわて県央 及び効率化に関する計画については 項目，財務内容の改善に関する計画について， 37

8 5・釜石エリア 」を通して，生体材料の分野において緊急課題となっているニッケルレス は 項目，自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する計画については）
生体適合合金の創製を地域から発信することを可能とした。そして，従来から中国清華 項目，その他業務運営に関する重要計画については 項目が設定されている。法人11
大学との間で一定の成果をあげてきた （大学・大学と地域・地域）連携事業を， としての改革と新生を柱に据えて平成１６年度に割り当てた年度計画は 項目であUURR 110
中国大連理工大学との間でも展開することを決定し，岩手における共同研究の成果を中 り，教育・研究については， 項目，業務については 項目，財務については 項70 22 6
国東北部での国際貢献へと発展させる見通しを持つことができた。 目，自己点検については 項目，その他業務については 項目が設定されている。2 10
法人１年目にあたり，以下の４点に特に意を用いて大学運営に当たった。 平成１６年度年度計画の全体的な進行状況としては， 項目中の 項目について110 107

順調に達成されたが「附属学校教員の研修機会を拡大 「教員個人の業績評価とそれ」，
① 学長のリーダーシップによる機動的大学運営 に見合った重点的資源配分」及び「防犯上の点から総合的な施設内入出管理セキュリ
全体的な業務運営に関しては，学長のリーダーシップが十全に発揮できる大学運営 ティシステムと学内情報機器巡回システム等の導入を検討する」の 項目については3
体制への革新を行った。具体的には，学術・学務・地域連携推進本部を新たに設置し 実施状況が必ずしも十分とはいえず，平成 年度に向けて改めて実施強化を図るこ17
て，学長による企画・立案機能を強化した。併せて，学術・学務・地域連携担当理事 ととした。
の下に理事室を設置して，役員を中心とした意思決定システムを充実させた。また，
学長・副学長会議及び学部長等連絡会議を活用して大学運営方針を円滑に全学共有化 ２．各項目別の状況のポイント
できるようにした。学内共同教育研究施設（４センター）についても，副学長による （１）教育研究
管掌体制を通した一元管理を実現した。資源配分についても，学長裁量経費及び大学 大学の理念・目標等については，大学概要・ホームページ等に掲載したほか，学長
活性化経費の中に学長特命課題プロジェクト経費等を設けて，学長判断による戦略的 ・役員による全学構成員を対象とした説明会を開催して周知徹底を行った。また，理
課題への重点配分を可能とした。 念・教育目標に基づく授業改善・シラバス作成のための一連のＦＤ研修会を開催し
② 効率的・効果的運営を可能とする組織の実現 た。
業務の効率的・効果的な運営を確保するために，各種委員会を整理統合することに 教育の成果に関する目標のうちで，全学共通教育の改善を効率的に進めるために大
より約２５％削減し，役員が委員長を務める責任体制に移行した。学内共同教育研究 学教育センターを中心に実施体制を見直し，資料「全学共通教育改革のポイント」を
施設に関して，附属図書館，情報処理センター及びミュージアムを情報メディアセン まとめた。また，教養教育及び基礎教育の成果に関する目標の一つとして国際的コミ
ターに，地域共同研究センター，生涯学習教育研究センター及び機器分析センターを ュニケーション能力の向上をあげ，大学独自の「スーパーイングリッシュ」を実施し
地域連携推進センターに，留学生センターを国際交流センターに再編して，各センタ た。このほか，進路相談室の開設，企業合同説明会の開催などによる就職支援体制の
ーの運営を効率化した。併せて，新たに大学教育センターを設置した。また，北東北 整備等が達成された。
国立 大学合同の入試説明会及び東北地区国立大学法人事務系職員採用共通試験の実 教育の内容に関する目標については，ホームページのほかに，年 回の公開説明会3 2

。 ，施，旅費支給業務のアウトソーシング化，電子掲示板システム及び電子入札システム や高校訪問等を通じてアドミッションポリシーの周知を図った 入学試験に関連して
等の電子化の推進等を実現した。 個別学力検査問題の外部評価実施による試験問題の質の向上，大学院での１０月入学
③ 地域連携強化による教育研究成果の社会還元 実施，北東北国立３大学合同の入試説明会の北海道地区での開催等が実現された。ま

「岩手の”大地”と”ひと”と共に」をスローガンとして掲げ，地域連携推進セン た，修士論文については図書館で閲覧可能にしていることに加えて，修士論文発表会
ターを中心として岩手ネットワークシステム( )，岩手農林研究協議会( ，岩手 の一般公開を実施した。このほか，全学共通科目・学部専門科目を通じてＴＡの活用INS AFR）
県教育研究ネットワーク( ）等を通した地域の研究者・企業等との連携，県内９市 による教育の改善をさらに推進させた。IEN
町村との相互友好協力協定に基づく事業展開 高大連携事業による高校生の受け入れ 教育の実施体制に関する目標については，大学教育センター，情報メディアセンタ， ，
学内施設の市民への開放，公開講座・出前講義の実施等により，幅広く地域貢献を推 ーの活用による教育支援体制整備及び全学的視点での教員配置を図り，大学教育セン
進した。 ターには専任教員３名を採用して充実を図るため選考委員会を設置し，２名の専任教
④ 説明責任を重視した社会に開かれた大学運営 員を選考した。また，学生による評価を授業改善に反映させるために「全学共通教育
国民や社会に対する説明責任にもとづき，学長による定例記者会見を開催して，学 授業評価アンケート調査」を実施し，毎期ごとに優秀授業を表彰し公開した。
長から直接各種メディアを通して社会に情報発信を行うようにした。ホームページに 学生への支援に関する目標については，大学教育センター・国際交流センター・保
ついても，研究者紹介の充実，大学案内及び入試結果公表に加えて，随時本学に関す 健管理センターによる修学・生活・健康管理の支援体制を充実させた。また，オフィ
る情報を掲載するようにした。また地域で開催される講演会や産業界の会議等にも積 スアワー制度の導入や「クラス担任教員による学生指導のためのガイドライン」の作
極的に参加して大学の取り組みや研究成果をＰＲするように努めた。広報誌について 成等，学部教員による学生支援体制の整備を行った。
も学内向け以外に学外対象誌を発行し，社会への積極的な情報提供を行った。 研究の水準及び成果に関する目標については，大学活性化経費（学長裁量）による

若手研究者及び萌芽的研究への支援により，教育活動の基礎となる自主・自立型研究
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。の推進を図った。併せて， 世紀 プログラム「熱－生命システム相関学拠点創 標案を作成した21 COE
成」研究及び都市エリア産学官連携促進事業（岩手県央・釜石エリア 「ニッケルレス 人事の適正化に関する目標については，地域連携推進センター・情報メディアセン）
生体適合合金の創製」研究などにより，大学の重点分野「生命 ・ 環境 ・ 材料」の ター・大学教育センターの教員に平成１７年度から任期制を導入することとした。ま」「 」「
研究を推進させた。また，地域連携推進センターへの改組設置により，地域連携の一 た，教員人事にあたっては国内外の公募制と選考過程の公表を原則とした。地域連携
環としてのリエゾン・知的財産移転機能を強化した。このほか，東京事務所を開設し 推進センター等においては，県・市等の教職員及び共同研究員の受け入れを行った。
産学官連携コーディネーターを配置することにより，地域を超えた研究成果の社会還 また，本学事務職員の他省庁等への人事交流及び事務研修制度の整備により，事務
元に努力した。 職員のレベルアップを図った。
研究の実施体制に関する目標については， 世紀 プログラム研究などの戦略 事務等の効率化に関する目標については 「旅費計算・支給 ・ 学生実習用バスの21 COE ， 」「

IT課題を全学体制で推進するために学長の下に「学術推進本部」を設置するとともに， 運転業務 の外注化及び 電子掲示板 ・ 電子入札 ・ 図書の自動貸出・返却 等の」 「 」「 」「 」
各学部に戦略的研究推進体制を整備した。大学活性化経費等についても学長裁量によ 化を達成した。
る戦略的研究課題への重点配分を行った。また，地域連携推進センターに知的財産移 ３）財務内容の改善（
転部門を設置することにより，知的財産の創出・移転・管理・活用に努めた。大学と 外部研究資金その他自己収入の増加に関する目標については，大学ホームページで
しての重点研究領域である「機能材料」分野においては，大学院博士課程に「フロン の「研究者紹介」及び「競争的外部資金情報」の掲載，科研費説明会の開催，地域の
ティア材料機能工学専攻」を設置した。このほか，学校教育や不法投棄産業廃棄物処 各種会議での積極的な研究成果紹介等により，外部資金獲得につながる機会を増やす
理等に関して地域が抱える諸課題，自治体との連携による地域振興に関する諸課題等 努力を行った。また 「学生の確保のための対策 ・ 学生の休学・退学を減らすため， 」「
に関連して，該当する部局において適切な研究体制の整備を行った。 の転学科・転課程制度の導入」等により，授業料収入の確実な確保を図った。
その他 社会との連携に関する目標については 岩手ネットワークシステム 経費の抑制に関する目標については 「コピー用紙の再利用 ・ 昼休み時間内の消， ， （ ）， ， 」「INS
岩手農林研究協議会（ ，岩手県教育研究ネットワーク（ ）等を通して，地域 灯・退庁時のパソコンの電源切り 「全学一斉休業日の設定」等の省エネ対策の徹底AFR IEN） 」
の研究者・企業人・学校教員・行政人との総合的連携が図られた。また，県内９市町 及び節水対策としての漏水調査の実施を通じて，光熱費においては目標の前年度比１
村との友好協力協定締結 県内金融機関との連携による いわて産学連携推進協議会 ％減を越える経費節減を達成した。， 「 」
（リエゾンＩ）の設置などにより，地域交流の基盤整備も大きく推進された。具体的 資産の運用活用に関する目標については，市民への施設開放のための大学窓口を財
な成果の一つとして，北上市寄付研究部門（工学部附属金型技術研究センターサテラ 務部財務課に一本化することにより，地域住民への利便性を大幅に向上させた。
イト）を通じて地域企業への貢献が可能となった。地域の公的機関との関係において （４）自己点検・評価及び情報提供
も，教員が種々の審議会・委員会への委員として積極的に参画することを奨励した。 情報公開に関する目標については，学長の定例記者会見の実施，ホームページによ
地域の高等学校との関係においても，高大連携事業による高校生受け入れ，図書館の る入試情報及び教員の教育・研究・社会貢献活動情報等の公開等により，社会に対す
高校生への開放等を推進した。このほか，図書館・ミュージアム・植物園・体育施設 る説明責任に基づく大学情報の積極的な公開・提供を達成することができた。
などの学内施設の市民への開放，公開講座・公開シンポジウム・出前講義の実施など （５）その他運営に関する重要事項（施設・設備の整備，安全管理）
による地域社会への貢献が推進された。 施設設備の整備・活用に関する目標については，施設マネジメントを策定し，大学
国際交流に関する目標については 「岩手大学の国際化に関する理念・目標及び基本 施設の整備・改善計画を立案するための調査を実施した。，
計画」を策定するとともに，国際化の支援・実施施設として留学生センターを国際交 安全管理に関する目標については，危機管理対策本部組織を設置し，緊急連絡網を
流センターへと再編して充実を図った。また，国際交流センターを中心に学長特命プ 作成した。併せて，危機対策本部設置のシミュレーションを実施した。また，学内禁
ロジェクトチームとして立ち上げた「 （大学・大学と地域・地域）国際共同交 煙化の推進（平成 年 月からの構内全面禁煙）を決定した。UURR 20 4
流事業」を通じて，中国の大学や企業等との技術移転事業が大幅に推進された。
附属学校に関する目標については，教育学部の教員養成充実のための諸事業の一環 ３．国立大学法人岩手大学の現在の状況

として実施されている「インクルージョンプラン 「地域連携特別委員会 「学部・ 北東北国立３大学の連携と再編・統合問題については，平成 年度を目途に結論を」， 」， 18
附属学校共同研究会」などを通して，大学・附属学校・地域の連携による学校運営が 出すことが３大学共通の中期計画として位置づけられている。また，学内再編問題につ
達成された。また，附属養護学校への「特別支援教育センター」の設置，附属幼稚園 いては，現在「岩手大学教育研究組織再編案（学長案 （平成 年 月）としてまと）」 17 2
への「地域幼児教育センター」の設置，附属小学校での「北京大学附属小学校及び清 められており，教員養成専門職大学院等への対応等の流動的要因が確定され次第，新た
華大学附属小学校との交流活動」等により学校運営の一層の改善が図られた。 なグランドデザインを立案し，第Ⅰ期中期計画期間内に組織再編を実施する。

２）業務運営の改善（ 人事の適正化」を含む） また，中期計画事項として位置づけていた「法科大学院の設置」については，教員体（ 「
運営体制に関する目標については 大学の意思決定と執行体制の円滑化を図るため 制の整備が遅れたこともあり，中期目標期間内の設置は不可能であると判断した。この， ，
役員会―学長・副学長会議―学部長等連絡会の機能分担組織により，学長のリーダー ため，司法過疎の解消という地域課題に応えるため，岩手大学出身者で他の法科大学院
シップが十全に発揮できる運営体制を整備した。また，経営戦略を企画立案するため に進学した者に対する奨学金制度を創設し，併せて地域連携推進センターに地域司法部
の学術・教育・地域連携推進本部会議を設置するとともに，全学の各種委員会を理事 門を設け専任教員を配置した。なお，本学の地域連携推進の重要な要である「岩手ネッ
管掌体制の下に見直し，機能・責任体制・審議事項等を整理した。併せて，事務執行 トワークシステム（ 」が平成 年度に経済産業大臣賞を受賞するなどの活発な活INS 15）
体制として理事・理事室・事務局の役割分担を明確にした。組織再編として，学内の 動実績を踏まえて，平成 年 月に東京で開催された第４回産学官連携サミットにお16 12
共同教育研究施設を整理・統合して教育研究の支援機能強化を図った。教員評価につ いて学長が岩手大学における産学官連携の取り組みについて報告し相応の評価を得るこ
いても，評価指針及び評価実施要領を作成し教員評価体制を整備した。また，会計経 とができた。
理の適正化を期すために監査室を設置するとともに内部監査実施要項を策定した。
教育研究組織の見直しに関する目標については，平成 年 月スタートを目途に目19 4
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項目別の状況

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

中 学士課程と大学院課程の教育機能を高めるため，教員組織の再編を行い，両課程における以下の目標達成を目指す。
期 ①学士課程においては，教育目標を実現すべく転換教育，教養教育，基礎教育及び専門教育にカテゴライズして，本学のいずれの学部学生にも必要な教養的基盤
目 と基礎学力を備えさせる。さらに，学士課程における学習到達度を達成させるための厳格な成績評価に基づいて，学部毎の目標に沿った人材養成を目指す。
標 ②大学院の修士課程（博士課程前期）においては，基礎学力を備えた広い視野を持ち，高度の専門性を要する職業等に寄与できる人材養成を中心に，専攻分野に

おける研究の基礎力をも養う。
また，博士課程（博士課程後期）においては，創造的で専門的な課題探求・解決能力に優れた研究者・高度専門技術者の養成を行う。
③教員養成系学生に対しての教育のレベルアップを図る。

中 期 計 画 年 度 計 画 計 画 の 進 行 状 況 等
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
に関する目標を達成するために に関する目標を達成するために
とるべき措置 とるべき措置
１ 教育に関する目標を達成する １ 教育に関する目標を達成する
ための措置 ための措置
幅広く深い教養と基礎学力を有 幅広く深い教養と基礎学力を有 大学の理念・目標等を大学概要 ホームページに掲載したほか 構成員に 国， ， 「

し高い専門性を備えた人材育成が し高い専門性を備えた人材育成が 立大学法人岩手大学発足にあたって」を配布し，大学の理念・目標等の周知徹
本学の最大の責務であることを構 本学の最大の責務であることを構 底を図った。
成員に周知徹底する。 成員に周知徹底する。 また，大学教育センターを中心にセンター広報紙を通じて周知したほか，理

念・教育目標に基づく授業改善・シラバスの作成をテーマに 研修会を開催FD
した。

（１）教育の成果に関する目標を （１）教育の成果に関する目標を
達成するための措置 達成するための措置
［学士課程］ [学士課程]
１）教養教育と基礎教育の成果 １）教養教育と基礎教育の成果
に関する具体的目標の設定 に関する具体的目標の設定
①全学共通教育（教養教育及 ①全学共通教育（教養教育及 履修の手引き，新入生オリエンテーションの場を通じて全学共通教育の理念
び共通基礎教育）の理念・ び共通基礎教育）の理念・ と教育目標を周知した。また，大学教育センター通信等を通じて，教職員に周
目標を周知徹底する。 目標を周知徹底する。 知を図った。なお，授業に理念・目標が反映されていたかを学生に対する授業

改善アンケート調査で確認した。
「（ ，②広範な学問諸分野の授業科 ② 年度から実施のため17

目及び学際的・総合的な授 年度は年度計画なし 」16 ）
，業科目を開設するとともに

放送大学を積極的に活用す
ることにより，多様な授業
の選択肢を提供する。

「（ ，③基礎ゼミ等の転換教育を全 ③ 年度から実施のため18
学的に実施する。 年度は年度計画なし 」16 ）
④「国際的コミュニケーショ ④「国際的コミュニケーショ 英語検定試験， 等の資格試験による外国語科目の単位認定のほか，TOEFL
ン能力」充実のため ン能力 充実のため 英語科目では （ 模試）を利用して習熟度クラス編成を行っTOEFL TOEFL TOEFL-ITP TOEFL」
等の外部評価テストを利用 等の外部評価テストを利用 た。また，国際交流センターにおいて，英語圏留学のための英語能力をブラッ
する。 する。 シュアップする大学独自の「スーパーイングリッシュ」を実施した。

「（ ，⑤高年次教養教育にも配慮し ⑤ 年度から実施のため18
ながら授業科目の履修年次 年度は年度計画なし 」16 ）
を適切に配当する。
⑥新学習指導要領による教育 ⑥新学習指導要領による教育 平成１８年度から入学する学生に対応した情報リテラシー教育の体制につい
を受けた学生に合う情報リ を受けた学生に合う情報リ て全学共通教育企画・実施部門情報科目分科会での検討結果の報告を受け，大
テラシー教育の体制を検討 テラシー教育の体制を検討 学教育センターでは 「情報基礎」レベルを既に満たしていると判断される学，
し整備する。 し整備する。 生に対する単位の早期認定制度を整備した。

「（ ，⑦教員養成系のカリキュラム ⑦ 年度から実施のため18
においては，全学的支援の 年度は年度計画なし 」16 ）
下に専門性とリベラルアー
ツ分野の強化を図る。
⑧上記の計画を効率よく進め ⑧上記の計画を効率よく進め 全学共通教育科目と実施体制の見直し，科目別授業担当登録制による教養教
継続的に教養教育の質を維 継続的に教養教育の質を維 育の改革を大学教育センターが検討を重ね 「全学共通教育改革のポイント」，
持するための中心的役割を 持するための中心的役割を としてまとめ，学部に提案した。
大学教育センターが担う。 大学教育センターが担う。

２）卒業後の進路等に関する具 ２）卒業後の進路等に関する具
体的目標の設定 体的目標の設定
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「（ ，①学部の専門性を生かした多 ① 年度から実施のため18

様なコースカリキュラムを 年度は年度計画なし 」16 ）
設定する。
②就職及び進学等の進路指導 ②就職及び進学等の進路指導 具体的な対応を行う組織等の整備について全学就職委員会で審議し，実施体
について，指導教員と協力 について，指導教員と協力 制図を作成した。これを基に，各学部において就職支援体制を確立して，進路
する支援体制を整備する。 する支援体制を整備する。 相談室の開設，就職フォーラム，学部独自の企業合同説明会を開催するなど支

援体制の整備を進めた。

３）教育の成果・効果の検証に ３）教育の成果・効果の検証に
関する具体的方策 関する具体的方策

「（ ，①ユニバーサル化に対応して ① 年度から実施のため18
学力を保証するため，全て 年度は年度計画なし 」16 ）
の授業科目について，成績
評価基準（レベル）を明示
するとともに，厳正な成績
評価に基づくレベル制（４
年一貫教育の下での学習到
達度）を実施し，授業の進
行に応じた学生の学習到達
度を把握できるシステムを
導入する。

， 「（ ，②教育の改善を図るため 「学 ② 年度から実施のため19
生による授業評価」を定期 年度は年度計画なし 」16 ）
的に実施するとともに，企
業及び卒業生からも意見を
聞く。

［大学院課程］ ［大学院課程］
１）修了後の進路等に関する具 １）修了後の進路等に関する具
体的目標の設定 体的目標の設定
①新産業・ベンチャービジネ ①新産業・ベンチャービジネ 各研究科において，研究科専門委員会委員を就職委員会に参画させ連携を強
スの創出を含む就職及び進 スの創出を含む就職及び進 化するとともに，大学院生のための就職相談室を開設した。また，民間企業と
路指導について，指導教員 路指導について，指導教員 の研究交流会を企画し，関連企業への就職先確保，新産業・ベンチャービジネ
と協力する支援体制を整備 と協力する支援体制を整備 スの創出を含む就職支援体制の整備を行った。
する。 する。

（ 「（ ，②博士課程への進学率向上 定 ② 年度から実施のため18
員増）を図る。 年度は年度計画なし 」16 ）

２）教育の成果・効果の検証に ２）教育の成果・効果の検証に
関する具体的方策 関する具体的方策

， 「（ ，教育の改善を図るため 「学生 年度から実施のため19
による授業評価」を定期的に実 年度は年度計画なし 」16 ）
施するとともに，企業及び修了
生からも意見を聞く。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

中 ［学士課程］
期 １）アドミッション・ポリシーに関する基本方針
目 本学の理念と教育目標に共感し，
標 ①基礎的な学力を踏まえて，主体的に真理を探究し課題を解決しようとする学生，

②豊かな学識とリーダーシップを身に付けて，地域社会や国際社会に貢献しようとする学生，
③自然と人間を愛し，自らの人生に高い倫理性と使命感をもって臨もうとする学生，
を積極的に受け入れる。

２）教育課程に関する基本方針
専門教育中心のシステムから教養教育を中心とし専門分野の基礎教育を充実させるシステムへの移行を図る。
３）教育方法に関する基本方針
知的関心の喚起につながる授業，分かりやすい授業及び授業参加が実感できる授業の実施に努める。
４）成績評価に関する基本方針
学習活動全てにわたっての多様な評価を基に成績評価を行う。特に教室外での学習の評価にも重きを置く。
［大学院課程］
１）アドミッション・ポリシーに関する基本方針
本学の理念と教育目標に共感し，
①明確な目的意識，倫理性及び旺盛な探求心を持つ学生，
②高度な専門教育に対応できる幅広い教養と基礎学力を有する学生，
③優秀な留学生や問題意識のしっかりした社会人，
を積極的に受け入れる。
２）教育課程に関する基本方針
地域性や国際性を深め，基礎学力に裏付けられた高度な専門性及び理論的で実践的な思考能力を養い，高度な専門職業人としての資質を高め，さらに，総合性・学際性を重視して，研究開発能力
及び課題探求・解決能力に優れ，独創的で倫理観のしっかりした研究者・高度専門技術者を養成するための課程編成を行う。
３）教育方法に関する基本方針
演習等を中心とした少人数クラスの講義及び論文研究における個人指導を基本とし，関係機関との連携により強化する。
４）成績評価に関する基本方針
高度な専門・技術の修得，倫理性，独創性及び課題探求・解決能力を中心とした評価を行う。

中 期 計 画 年 度 計 画 計 画 の 進 行 状 況 等
（２）教育内容等に関する目標を （２）教育内容等に関する目標を
達成するための措置 達成するための措置
［学士課程］ ［学士課程］
１）アドミッション・ポリシー １）アドミッション・ポリシー
に応じた入学者選抜を実現す に応じた入学者選抜を実現す
るための具体的方策 るための具体的方策
①ホームページ及び高等学校 ①ホームページ及び高等学校 公開説明会（年２回開催 ，教員及び事務職員による岩手県内８校及び秋田県）
訪問等による広報活動を充 訪問等による広報活動を充 内５校の高校訪問，出前講義，各高校の大学見学（３２校 ，ホームページ上の）
実し，アドミッション・ポ 実し，アドミッション・ポ 公開などを通して，大学及び学部のアドミッションポリシーや本学の特色の周
リシーの周知に努め また リシーの周知に努め また 知に努めた。， ， ， ，
大学開放等を通じて本学の 大学開放等を通じて本学の
特色の周知に努める。 特色の周知に努める。

「（ ，②入学後の追跡調査結果を分 ② 年度から実施のため17
析し，選抜方式毎の募集人 年度は年度計画なし 」16 ）
員の割合を検討するなど，
入学者選抜方法の継続的改
善に努める。

「（ ，③社会人及び留学生を幅広く ③ 年度から実施のため17
受け入れるために入学者選 年度は年度計画なし 」16 ）
抜方法を多様化する。
④個別学力検査試験問題につ ④個別学力検査試験問題につ 個別学力検査問題について，高校教諭による各教科・科目ごとの検査問題の
いての外部評価を実施す いての外部評価を実施す 内容・範囲・難易度等についての外部評価を４月に実施し，それと出題教員に
る。 る。 よる自己評価を取りまとめて報告書を作成し，次年度問題の作題の改善に資す

ることとした。
⑤弘前大学，秋田大学及び岩 ⑤弘前大学，秋田大学及び岩 北東北国立３大学の協力のもとに８月に札幌市で入試説明会を開催し，北海
手大学（以下「北東北国立 手大学（以下「北東北国立 道内各地から約８０名の参加があった。また，本学独自で行った函館及び札幌
３大学」という ）が協力 ３大学」という ）が協力 市内の高校での説明会には，合わせて約６０名の参加があった。。 。
して首都圏等で入試説明会 して首都圏等で入試説明会
を開催する。 を開催する。

「（ ，⑥転学科・転課程を可能と ⑥ 年度から実施のため17
し 転学部制度を検討する 年度は年度計画なし 」， 。 ）16

２）教育理念等に応じた教育課 ２）教育理念等に応じた教育課
程を編成するための具体的方 程を編成するための具体的方
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策 策

「（ ，①教育目標に見合った教育課 ① 年度から実施のため18
程と授業科目の内容的な一 年度は年度計画なし 」16 ）
貫性の実現に努める。

「（ ，②転換教育，教養教育，基礎 ② 年度から実施のため18
教育及び専門教育の特質を 年度は年度計画なし 」16 ）
踏まえて教育課程を有機的
に編成する。

「（ ，③セメスター制を導入する。 ③ 年度から実施のため18
年度は年度計画なし 」16 ）

「（ ，④基礎的な専門教育のカリキ ④ 年度から実施のため18
ュラムを体系化することに 年度は年度計画なし 」16 ）
より大学院教育との連携も
図る。

３）授業形態，学習指導法等に ３）授業形態，学習指導法等に
関する具体的方策 関する具体的方策
①ＦＤシステムを充実させ教 ①ＦＤシステムを充実させ教 拡張 シラバスを基軸とした授業改善・成績評価の基盤作りに取り組んでWeb
育方法の継続的改善を図 育方法の継続的改善を図 いるほか，９月に 合宿研修会を実施した。また，２月には 学習会（授FD FD
る。 る。 業改善ワンポイント学習会〈板書をめぐって ）を実施し，教育方法の継続的改〉

善を図った。
「（ ，②履修目的・目標に見合った ② 年度から実施のため17

シラバスを作成する。 年度は年度計画なし 」16 ）
「（ ，③教室外の学習をも重視した ③ 年度から実施のため17

学習指導を実施する。 年度は年度計画なし 」16 ）
「（ ，④オムニバス方式の学際的な ④ 年度から実施のため17

授業科目における講義間の 年度は年度計画なし 」16 ）
密接な連携を図る。

「（ ，⑤適正規模の講義クラスを実 ⑤ 年度から実施のため17
現するとともに，双方向的 年度は年度計画なし 」16 ）
な授業を工夫する。
⑥実験・実習・演習等でＴＡ ⑥実験・実習・演習等でＴＡ 全学共通科目の情報基礎科目，環境教育科目，外国語科目や各学部専門教育
を積極的に活用する。 を積極的に活用する。 課程の実習科目，演習科目等に活用している。更に平成１７年度以降は，ＴＡ

を活用した授業形態の改善を図り，学習相談，助言等の支援体制を充実させる
ことを検討している（平成１６年度における全学のＴＡの数は，５４６名，前
年比１５名増 。）

４）適切な成績評価等の実施に ４）適切な成績評価等の実施に
関する具体的方策 関する具体的方策

「（ ，①大学教育センターを中心に ① 年度から実施のため17
厳格な成績評価のための方 年度は年度計画なし 」16 ）
法及び教室外学習の評価方
法を構築する。

「（ ，②教育目標の徹底とそれに基 ② 年度から実施のため17
づいた履修目標による成績 年度は年度計画なし 」16 ）
評価基準を作成し，成績評
価の一貫性を実現する。

「（ ，③授業科目区分毎の成績評価 ③ 年度から実施のため18
結果のバランスに配慮した 年度は年度計画なし 」16 ）
成績評価基準を作成し，適
切かつ有効な成績評価を実
施する。

「（ ，④ボランティア等課外活動の ④ 年度から実施のため17
単位化を検討する。 年度は年度計画なし 」16 ）
⑤学生からの成績評価に対す ⑤学生からの成績評価に対す 成績評価に関する相談を，既設の「何でも相談室 （平成１４年７月開設）で」
る苦情・意見を受ける窓口 る苦情・意見を受ける窓口 受け付けることとした。
を整備する。 を整備する。 また，成績評価がシラバスに記している「成績評価の方法と基準」に合致し

ていないとの苦情があった場合で担当教員に照会しにくい場合は，大学教育セ
ンター教員が間に入って調整することとした。なお，平成１６年度の修学・履
修に関する相談件数は２５件あったが苦情等に関する相談はなかった。

［大学院課程］ ［大学院課程］
１）アドミッション・ポリシー １）アドミッション・ポリシー
に応じた入学者選抜を実現す に応じた入学者選抜を実現す
るための具体的方策 るための具体的方策
①広報活動を充実し，各研究 ①広報活動を充実し，各研究 各研究科において，ホームページやパンフレット（案内）等でアドミッショ
科専攻のアドミッション・ 科専攻のアドミッション・ ンポリシーと教育・研究分野等の周知を図るとともに，学士課程の進学講演会
ポリシーの周知に努め，教 ポリシーの周知に努め，教 や進路説明会等に教員を派遣し説明する際に，大学院課程についても説明し広
育研究分野に関する興味や 育研究分野に関する興味や 報に努めている。
関心を喚起する。 関心を喚起する。

「（ ，②学部学生，社会人及び留学 ② 年度から実施のため18
生を意識した多様な選抜方 年度は年度計画なし 」16 ）
法を採用する。
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③可能な研究科では１０月入 ③可能な研究科では１０月入 連合農学研究科では，平成１６年１０月入学から実施した。工学研究科では
学を行う。 学を行う。 平成１７年度から実施することを決定した。その他の研究科でもメリット・デ

メリットについてアンケート調査を行うなど実施の可能性について検討してい
る。

２）教育理念等に応じた教育課 ２）教育理念等に応じた教育課
程を編成するための具体的方 程を編成するための具体的方
策 策

「（ ，①地域ニーズ及び最先端科学 ① 年度から実施のため18
技術を考慮し，実践的力量 年度は年度計画なし 」16 ）
及び現代的課題への対応力
の強化並びにグローバル化
の視点の修得を実現できる
教育内容とする。

「（ ，②高度な専門職業人又は研究 ② 年度から実施のため18
者を目指せるようなカリキ 年度は年度計画なし 」16 ）
ュラムを工夫する。

「（ ，③社会人及び留学生のための ③ 年度から実施のため18
特別履修コースを工夫す 年度は年度計画なし 」16 ）
る。

「（ ，④博士課程にあっては時代の ④ 年度から実施のため20
要請にあった講座再編を行 年度は年度計画なし 」16 ）
う。

３）授業形態，学習指導法に関 ３）授業形態，学習指導法に関
する具体的方策 する具体的方策
①指導教員と国内外の関係機 ①指導教員と国内外の関係機 連合農学研究科では（独）岩手生物工学研究センターと，工学研究科では岩
関の研究者との連携を強化 関の研究者との連携を強化 手県工業技術センターと連携を強化し，また研究プロジェクトにＲＡ経費を配
するとともに，ＲＡを積極 するとともに，ＲＡを積極 分するなど積極的にＲＡを活用している。更に，地域連携推進センターの客員
的に活用する。 的に活用する。 教授を活用した集中講義を開講した。他の研究科においても北東北３大学での

連携強化の具体化の検討など連携強化を図るべく検討している（平成１６年度
における全学でのＲＡの数は，２４名 。）

「（ ，②連携大学院を拡充し，地域 ② 年度から実施のため20
との連携を推進する。 年度は年度計画なし 」16 ）

「（ ，③他大学の学生及び教員と交 ③ 年度から実施のため19
流を図り，遠隔教育等の体 年度は年度計画なし 」16 ）
制を整備する。

「（ ，④連合大学院においては，学 ④ 年度から実施のため19
生の大学間派遣や全国的規 年度は年度計画なし 」16 ）
模でのゼミナールを推進す
る。

４）適切な成績評価等の実施に ４）適切な成績評価等の実施に
関する具体的方策 関する具体的方策

「（ ，①多様な評価方法（学会発表 ① 年度から実施のため17
も対象とする ）を取り入 年度は年度計画なし 」。 ）16
れるとともに，成績判定基
準を明確にし，シラバス等
に公表する。
②修士論文の発表を一般公開 ②修士論文の発表を一般公開 学内者は図書館で閲覧できる。学外者には本人の了解を得て閲覧できるよう
とする。 とする。 にしているほか， 上では本人の了解が得られたものを公表している。Web

また，各研究科で公開発表会を実施した。
今後，論文公開に当たって，特許申請に支障が生じないようにその取り扱い

方法を全学的に整備する。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標

中 ①教育目標の実現を図るために必要な教育体制及び教育支援体制を整備する。
期 ②学士課程教育の企画･実施体制，評価・改善の機能及び教育方法・内容の研究機能を整備する。
目 １）教職員の配置に関する基本方針
標 ①教員配置に関しては，大学院（修士課程）を中心とした運営へ移行し，学士教育は全学協力体制で対応する。

②事務職員等配置に関しては，教育研究への技術的支援の強化，学生へのサービスの向上及び業務の効率化のため一層の組織化を図る。
２）教育環境の整備に関する基本方針
講義室をはじめ周囲のキャンパス環境整備を進める。特に，少人数教育，メディア教育等に適した施設設備を計画的に整備する。
３）教育の質の改善のためのシステムに関する基本方針
教員の教育活動について適切な評価方法を検討し，評価結果を教育の質の向上に結び付けるシステムを整備する。

中 期 計 画 年 度 計 画 計 画 の 進 行 状 況 等
（３）教育の実施体制等に関する （３）教育の実施体制等に関する
目標を達成するための措置 目標を達成するための措置

「（ ，①教養教育と共通基礎教育は ① 年度から実施のため19
全学共通教育として全教員 年度は年度計画なし 」16 ）
担当体制の下に実施し，専
門基礎教育と専門教育は各
学部開設科目で実施する。
②大学教育センターに教職員 ②大学教育センターに教職員 平成１６年４月に設置し，各部門に部門長及び兼務教員を配置した。平成１
を配置し，全学共通教育企 を配置し，全学共通教育企 ７年度に専任教員３名を採用して充実を図るため，選考委員会を設置し，２名
画・実施部門，教育評価・ 画・実施部門，教育評価・ の専任教員を選考した。
改善部門及び専門教育関係 改善部門及び専門教育関係
連絡調整部門を設ける。 連絡調整部門を設ける。

１）適切な教職員の配置等に関 １）適切な教職員の配置等に関
する具体的方策 する具体的方策

「（ ，①学士課程と大学院課程にお ① 年度から実施のため21
ける教育機能の向上のた 年度は年度計画なし 」16 ）
め，修士課程を機軸とした
教員運用のシステムを構築
する。

，②教員の配置については，全 ②教員の配置については，全 学長のリーダーシップのもと全学課題に係る教員の重点配置を行うとともに
学的視点で行う。 学的視点で行う。 学長を委員長とする組織検討委員会で教員人事（人件費管理，採用，昇任等）

の調整機能を果たしている。
「（ ，③技術支援組織を全学一本化 ③ 年度から実施のため18

し，及び事務職員を集約し 年度は年度計画なし 」16 ）
て業務の効率化を図る。
） ， ， ） ， ，２ 教育に必要な設備 図書館 ２ 教育に必要な設備 図書館
情報ネットワーク等の活用・ 情報ネットワーク等の活用・
整備の具体的方策 整備の具体的方策

「（ ，①少人数教育用の演習室等を ① 年度から実施のため18
整備する。 年度は年度計画なし 」16 ）
②情報メディアセンターの部 ②情報メディアセンターの部 『岩手大学生のための情報探索入門』の冊子を作成して全学生に配布すると
門間の連携を強化し，本学 門間の連携を強化し，本学 ともに，平成１７年度から「情報基礎」科目の授業等で活用する。 情報源Web
の教育，研究及び社会貢献 の教育，研究及び社会貢献 へのリンク集として「分野別オンライン情報源」を作成し，ホームページから
に関する学術情報の流通基 に関する学術情報の流通基 公開した。新学習指導要領による高等学校教育を受けた学生用に情報処理基礎
盤と発信機能の整備を図 盤と発信機能の整備を図 教育のための教科書を作成することを検討し，東北地方の高校に対して大規模
る。 る。 なアンケート調査を実施した。

「（ ，③図書館を講義と一体的に利 ③ 年度から実施のため18
用できるようコースリザー 年度は年度計画なし 」16 ）
ブ的サービスの電子化を進
める。

「（ ，④メディア教育用機器の整備 ④ 年度から実施のため17
を行う。 年度は年度計画なし 」16 ）

「（ ，⑤自主学習のための施設設備 ⑤ 年度から実施のため17
の整備や 学習環境を整 年度は年度計画なし 」IT 16 ）
備する。

「（ ，⑥遠隔授業，単位互換等に資 ⑥ 年度から実施のため18
するためネットワークの充 年度は年度計画なし 」16 ）
実を図る。
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⑦ミュージアム部門において ⑦ミュージアム部門において 本学に保管されている貴重な標本・資料を調査，整理し，それらのリスト及

。 ， 。は，資料の収集・整理・展 は，資料の収集・整理・展 びデータベースの作成等を行った この進展を踏まえて 企画展示等を行った
示を充実し，教育活動への 示を充実し，教育活動への 「岩手大学ミュージアム学」の平成１７年度開講を決定し，シラバスを作成し
活用を図る。 活用を図る。 た。

３）教育活動の評価及び評価結 ３）教育活動の評価及び評価結
果を質の改善につなげるため 果を質の改善につなげるため
の具体的方策 の具体的方策

「（ ，①教育活動の評価基準，評価 ① 年度から実施のため17
方法及び評価結果の改善策 年度は年度計画なし 」16 ）
の検討は，大学教育センタ
ーが中心になって行う。
②学生による授業評価結果の ②学生による授業評価結果の 「全学共通教育授業評価アンケート調査」を前期分として７月末に実施し，
上位者の公開講義を行い， 上位者の公開講義を行い， 後期分は２月に実施した。授業評価結果の各分科会ごとに優秀授業を選出（７
授業の改善につなげる。 授業の改善につなげる。 分科会１８２科目から２８科目）し，優秀授業表彰式を行った。

４）教材，学習指導法等に関す ４）教材，学習指導法等に関す
る研究開発及びＦＤに関する具 る研究開発及びＦＤに関する具
体的方策 体的方策

「（ ，大学教育センターの教育改善 年度から実施のため18
・評価部門が中心となり，ＦＤ 年度は年度計画なし 」16 ）
活動をはじめ，教材，学習指導
法等に関する研究開発を進め
る。
５）他大学との共同教育，学内 ５）他大学との共同教育，学内
共同教育等に関する具体的方 共同教育等に関する具体的方
策 策

「（ ，①盛岡大学，岩手県立大学， ① 年度から実施のため20
岩手大学，岩手医科大学及 年度は年度計画なし 」16 ）
び富士大学（以下「いわて
５大学」という ）並びに。
北東北国立３大学による単
位互換制度を充実するとと
もに，ネットワークを利用
した遠隔教育による質の向
上を図る。

「（ ，②総合科目を中心とした学内 ② 年度から実施のため18
共同教育を積極的に進め 年度は年度計画なし 」16 ）
る。

６）学部・研究科等の教育実施 ６）学部・研究科等の教育実施
体制等に関する特記事項 体制等に関する特記事項
①法科大学院，福祉システム ①「 年度及び 年度か（18 19
工学専攻（博士後期課程） ら実施のため， 年度は16
の設置等，高度専門職業人 年度計画なし 」）
の養成を推進するための教
育実施体制の整備に努め
る。

「（ ，②東北地域の特色を生かした ② 年度から実施のため18
国際水準規模の獣医学教育 年度は年度計画なし 」16 ）
の体制を整備する。
③「臨床心理士養成に関わる ③「臨床心理士養成に関わる 大学院生の研修に資するため，人間科学専攻臨床心理学研究教育領域の大学
指定大学院」としての機能 指定大学院」としての機能 院生を心理相談室相談研修員に委嘱したほか，専任教員の体制充実（保健管理
の充実を図る。 の充実を図る。 センター教員の兼務発令等）を図った。

「（ ，④教員養成・研修機能のパワ ④ 年度から実施のため18
ーアップのために，教員養 年度は年度計画なし 」16 ）
成のための新たなカリキュ
ラムの実現，及び岩手県教
育委員会等との連携の基に
教育学研究科を中心とした
現職教員研修機能の強化を
図る。

， ，⑤各種関連試験場や研究所と ⑤各種関連試験場や研究所と 地域連携推進センター等学内施設の利用 岩手県先端科学技術研究センター
の連携を通して実践教育の の連携を通して実践教育の 東京都立産業技術研究所等学外研究機関との連携，葛巻畜産公社における実習
充実を推進する。 充実を推進する。 等を通じて実践教育の充実を図っている。
⑥寒冷地におけるフィールド ⑥寒冷地におけるフィールド いわて農業者トップスクール 平成１６年度革新的農業技術習得研修 農「 」「 」（
を活用して，応用的・実践 を活用して，応用的・実践 林水産省経営局委託事業 「森林・林業技術者のための青少年林業教育スキル），
的研究に基づいた公開講座 的研究に基づいた公開講座 アッププログラム」などの農林業者及び農業・林業改良普及員等の専門研修を
等により地域貢献を図る。 等により地域貢献を図る。 実施し，地域貢献を図った。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

中 個性化・多様化に対応したきめ細かな指導・支援体制を整備する。
期 １）学生の学習支援に関する基本方針
目 ①学内施設を開放するなどして，主体的に学習できる学習環境及び多様な学習機会を提供できる体制を整備する。
標 ②自主的な活動を支援し，課外活動等を適切に評価できる仕組みを整備する。
２）学生の生活支援に関する基本方針
①学生が安全かつ快適に生活できる学習環境を整備する。
②就職や進学に関する相談･支援体制を整備する。

中 期 計 画 年 度 計 画 計 画 の 進 行 状 況 等
（４）学生への支援に関する目標 （４）学生への支援に関する目標
を達成するための措置 を達成するための措置

「（ ，①修学，生活，就職等全般に ① 年度から実施のため17
わたって，教員，カウンセ 年度は年度計画なし 」16 ）
ラー及び専門職員による学
生支援体制を整備する。
②学長と学生の懇談会を定期 ②学長と学生の懇談会を定期 １２月に学友会，サークルの代表を対象に「課外活動の活性化」をテーマに
的に開催する。 的に開催する。 懇談会を開催し，１６団体約４０名の学生が参加した。１月には全学生を対象

に開催し，約４００名の学生が参加した。また，留学生との懇談会を３月に開
催した。

③不登校学生等の相談・支援 ③不登校学生等の相談・支援 履修申告票未提出者の追跡調査による修学支援や成績不振者の保護者への成
体制を整備する。 体制を整備する。 績表送付 「何でも相談室」や「保健管理センターの相談室」での相談体制の整，

備を行った。また，各学部では新入生合宿研修での話し合いによる不登校の未
然防止策や，担任制度の強化充実など，相談・支援体制の整備を図っている。
また，冊子「クラス担任教員による学生指導のためのガイドライン」を作成
し，全教員へ学生対応資料として配布し，支援体制を整備した。

１）学習相談・助言・支援の組 １）学習相談・助言・支援の組
織的対応に関する具体的方策 織的対応に関する具体的方策

「（ ，①ＩＴ教室を開放するととも ① 年度から実施のため17
に，図書館，自習室等を整 年度は年度計画なし 」16 ）
， 。備し 自主学習を支援する

② ’ びぎんプロジェク ② ’ びぎんプロジェク ８件の応募があり，５件が採択され実施した。プロジェクト実施のため部屋Let s Let s
。 ，ト（学生の創造的グループ ト（学生の創造的グループ や電話の設置などの支援体制を充実してさらに推進するよう図っている また

活動）の推進を図る。 活動）の推進を図る。 新規プロジェクトの応募を促進するため，学生委員会で検討し，報告会への一
般学生の参加の呼びかけ，教員から学生に応募を推奨するほか，掲示，ホーム
ページによる広報の充実を図った。

③オフィスアワーの導入，チ ③オフィスアワーの導入，チ オフィスアワーについては，平成１５年度に試行実施し，平成１６年度から
ュートリアル教育の充実及 ュートリアル教育の充実及 本実施することとし，シラバスに掲載した。今後，教員の協力を得て充実して
びＴＡ・ＲＡの利活用を図 びＴＡ・ＲＡの利活用を図 いく。チュートリアル教育については 「基礎ゼミ」等の少人数教育で実施して，
る。 る。 おり，大学院生のほか，学部学生数人を に任命するなど補佐的人材を確保TA

し，１・２年次の学生の指導をより厚く行う体制を整えるなど充実を図った。
「（ ，④退職した教職員による学 ④ 年度から実施のため17

習，生活相談等の支援体制 年度は年度計画なし 」16 ）
を整備する。

２）生活相談・就職支援等に関 ２）生活相談・就職支援等に関
する具体的方策 する具体的方策
①課外活動，インターンシッ ①課外活動，インターンシッ サークルリーダーシップセミナーを１２月に開催し，課外活動を奨励した。
プ，ボランティア活動等を プ，ボランティア活動等を 掲示板にボランティア情報欄を設け学生へ情報を提供することとした。イン
奨励する。 奨励する。 ターンシップについては，これまでも実施されており，工学部，農学部で単位

化している。自治体や での活動等もインターンシップとして扱うほか，ボNPO
ランティア活動を社会活動として実施している。また，ボランティア活動の単
位化について検討し，平成１７年度から「成績簿」にボランティア活動，課外
活動の記載を行うことを決定した。

②保健管理センターと医療機 ②保健管理センターと医療機 岩手医大病院，県立中央病院の地域医療連携室等との病診連携を強化して，
関との連携を強化し，積極 関との連携を強化し，積極 特に緊急時の対応体制を充実させるほか，大学周囲の各診療科医院との診・診

， 。 ，的な心身の健康づくり，疾 的な心身の健康づくり，疾 連携を強化して 必要に応じた専門科の医療を受診できる体制を整えた また
病やけがの応急処置等の支 病やけがの応急処置等の支 「健康クラブ」を定期開催し，学生が健康的な生活習慣を学ぶ機会を設けた。
援体制の充実を図るととも 援体制の充実を図るととも
に，様々な健康講座を開催 に，様々な健康講座を開催
し，健康的な生活習慣を学 し，健康的な生活習慣を学
ぶ機会を提供する。 ぶ機会を提供する。
③企業の合同セミナー及び就 ③企業の合同セミナー及び就 就職委員会及び就職支援室で検討・企画し，年間２９回の就職説明会を実施
職説明会を充実する。 職説明会を充実する。 したほか，企業によるセミナーを週２回程度開催した。３月上旬には，２日間
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にわたり企業合同セミナーを開催し，企業２１６社，学生約１，５５０名の参
加があった。
また，年度当初は各種公務員採用試験関係ガイダンスを実施した。

３）経済的支援に関する具体的 ３）経済的支援に関する具体的
方策 方策
①検定料・入学料・授業料は ①検定料・入学料・授業料は 文部科学省が定めた標準額を維持した。
現状の水準（標準額）を維 現状の水準（標準額）を維
持する。 持する。
②入学料・授業料減免制度を ②入学料・授業料減免制度を 減免制度を法人移行前の定められた率で保持した。
保持する。 保持する。

「（ ，③課外活動支援体制を充実 ③ 年度から実施のため17
（後援団体，支援基金等の創 年度は年度計画なし 」16 ）
設）する。
④高松地区に引き続き上田地 ④高松地区に引き続き上田地 学生委員会にワーキンググループを立ち上げ，新規格寮を前提とした寮生と
区の学生寮の整備を推進す 区の学生寮の整備を推進す の話し合いや改修工事のシミュレーションも進めた。また，財務部において，
るよう努める。 るよう努める。 実態把握のため，調査図面・チェックシート等を作成した。

４）社会人・留学生等に対する ４）社会人・留学生等に対する
配慮 配慮

「（ ，①社会人の多様な学習スタイ ① 年度から実施のため20
ルに適合する学習環境（例 年度は年度計画なし 」16 ）
えば，ネットワークを利用
しての遠隔教育）を整備す
る。
②チュータ制を充実し相談体 ②チュータ制を充実し相談体 チューター制を継続して充実するとともに，留学生後援会への教職員の加入
制を整備するとともに，留 制を整備するとともに，留 を積極的に進めた。
学生後援会を充実し生活面 学生後援会を充実し生活面 留学生救援者費用保険への加入などの新規事業を発足させ，生活面の支援の
の支援等を行う。 の支援等を行う。 充実を図った。
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岩 手 大 学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

中 ①教育活動の基盤となる自主・自律型研究の推進を図る。
期 ②産学官民の連携を強化し，共同研究を推進するとともに，地域貢献を目指す受託・請負型研究及び共同研究を通じて研究成果の社会還元を図る。
目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 計 画 の 進 行 状 況 等
２ 研究に関する目標を達成する ２ 研究に関する目標を達成する
ための措置 ための措置
地域の研究拠点として科学・ 地域の研究拠点として科学・ 研究に関する理念・目標等を大学概要，ホームページに掲載したほか，構成
文化の継承・発展に寄与する研 文化の継承・発展に寄与する研 員に配布するとともに学部教授会等で，周知徹底を図った。
究活動に取り組み，その成果に 究活動に取り組み，その成果に また，フォーラムやシンポジウム等を開催し，内外に周知した。
基づいた社会貢献は，本学の大 基づいた社会貢献は，本学の大
きな責務であることを構成員に きな責務であることを構成員に
周知徹底する。 周知徹底する。
（１）研究水準及び研究の成果等 （１）研究水準及び研究の成果等
に関する目標を達成するため に関する目標を達成するため
の措置 の措置
１）目指すべき研究の方向性 １）目指すべき研究の方向性
①自主・自律型研究に加え ①自主・自律型研究に加え 産学連携によるプロジェクト型研究「夢県土いわて戦略的研究推進事業」が
て，受託・請負型研究は期 て，受託・請負型研究は期 採択された。また，教育学部と附属４校園との共同研究プロジェクトを拡充推
間を限った研究とし，特に 間を限った研究とし，特に 進 「工学部技術集」を編集して受託研究及び共同研究を推進するためのデータ，
競争的外部研究費を投入し 競争的外部研究費を投入し ベースを構築，連合大学院構成大学間共同研究のための裁量経費の配分などを
た学学連携や産学連携によ た学学連携や産学連携によ 実施しているほか 「都市エリア産学官連携促進事業」の中核機関として全国の，
るプロジェクト型研究を行 るプロジェクト型研究を行 国立大学法人で初めて実施している。
う。 う。
②基礎研究に配慮しつつ，若 ②基礎研究に配慮しつつ，若 学内の大学活性化経費の中に「萌芽的教育研究支援費」を設けて将来性に富
手研究者及び萌芽的研究へ 手研究者及び萌芽的研究へ んだ教育研究課題の推進に対する財政的支援体制を整備するとともに，地域連
の財政的支援体制を整備す の財政的支援体制を整備す 携推進センターにおいて，異なる学部の若手研究者が連携して学際領域を研究
る。 る。 する「融合研究・教育プロジェクト」を開始した。

２）大学として重点的に取り組 ２）大学として重点的に取り組
む領域 む領域
これまでの学内研究や共同研 これまでの学内研究や共同研 「環境」をキーワードとした文理融合の研究，環境保全の重要性を教える教
究の実施状況，地域社会・地域 究の実施状況，地域社会・地域 育，高度技術の基礎となる原理を理解させる教育の充実を目指すカリキュラム
産業の期待等を考慮し，当面， 産業の期待等を考慮し，当面， 開発・教材開発研究，環境・生命をキーワードとする プログラムによる研COE
「環境 「生命 「機能材料」 「環境 「生命 「機能材料」 究教育拠点形成，フロンティア材料機能工学専攻の設置，北上市に新技術応用」， 」， 」， 」，
等をキーワードとする人文・社 等をキーワードとする人文・社 展開部門（サテライト）の設置などを重点的に行っている。また，地域連携推
会・自然の諸科学による研究を 会・自然の諸科学による研究を 進センターに附属磁場活用ラボを設置した。
重点的に行う。 重点的に行う。
３）成果の社会への還元に関す ３）成果の社会への還元に関す
る具体的方策 る具体的方策
①地域連携推進センターのリ ①地域連携推進センターのリ 地域社会に対する窓口を一本化し機能を充実させるため，地域共同研究セン
エゾン，インキュベーショ エゾン，インキュベーショ ター等の既存３センターを統合するとともに，知的財産移転機能及びインキュ
ン等の機能を強化する。 ン等の機能を強化する。 ベーションを新たに整備し機能を強化した。

また，市村の職員を共同研究員として５名受け入れ，リエゾン体制の充実を
図った。
さらに，東京オフィスを開設し，首都圏企業と大学との共同研究や技術移転
を進めている。

「（ ，②岩手ネットワークシステム ② 年度から実施のため17
と協力し，ベンチャー支援 年度は年度計画なし 」16 ）
事業を立ち上げ，研究成果
を社会に還元する。

「（ ，③研究成果集のデータベース ③ 年度から実施のため18
を作成し，ホームページへ 年度は年度計画なし 」16 ）
の掲載により研究成果の普
及を図る。

４）研究の水準・成果の検証に ４）研究の水準・成果の検証に
関する具体的方策 関する具体的方策

「（ ，①教員の発表論文数，発明届 ① 年度から実施のため18
出件数，競争的外部研究費 年度は年度計画なし 」16 ）
等により研究活動の検証を
行う。

「（ ，②国際的サイテーションの頻 ② 年度から実施のため19
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度等を，分野の特徴に配慮 年度は年度計画なし 」16 ）
してまとめ，学内外に対し
て公表する。

「（ ，③本学の知的資産を社会的効 ③ 年度から実施のため19
果の側面から検証する。 年度は年度計画なし 」16 ）
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

中 ①社会的ニーズに対応できるよう教員組織の弾力化・柔軟化を図る。
期 ②戦略的研究資金の配分に努める。
目 ③教育研究の知的資源の全学的な組織的活用を展開する。
標 ④教員の研究専念制度を設け，研究活動の活性化を図る。

⑤研究に必要な施設設備の整備を図る。

中 期 計 画 年 度 計 画 計 画 の 進 行 状 況 等
（２）研究実施体制等の整備に関 （２）研究実施体制等の整備に関
する目標を達成するための措 する目標を達成するための措
置 置
１）適切な研究者等の配置に関 １）適切な研究者等の配置に関
する具体的方策 する具体的方策

「（ ，①学長の下に一定の教員枠を ① 年度から実施のため19
確保し，新しい研究組織を 年度は年度計画なし 」16 ）
構築する。

「（ ，②ポストドクトラル制度の活 ② 年度から実施のため17
用を促進する。 年度は年度計画なし 」16 ）
③全学的な研究グループの形 ③全学的な研究グループの形 ２１世紀 プログラム「熱ー生命システム相関学拠点創成」申請（採択）COE
成に努める。 成に努める。 を全学体制で支援するなど全学的研究グループの形成に努めるとともに，地域

連携推進センターを中心に異分野の若手研究者が連携して学際領域研究を進め
る「融合研究・教育プロジェクト」を展開するほか，学部においては，全学的
なリサイクル研究グループの形成をベースとして北東北３大学間での研究グル
ープを組織し，共同研究の実施体制を構築するなど全学的研究グループの形成
に努めている。

２）研究資金の配分システムに ２）研究資金の配分システムに
関する具体的方策 関する具体的方策
学長主導の下に計画的・戦略 学長主導の下に計画的・戦略 教育及び学術研究活動の成果が，大学評価に反映されることが期待できるプ

，「 」「 」的な経営方針（特定の研究分野 的な経営方針（特定の研究分野 ロジェクト等に重点的に予算を配分すべく 学長裁量経費 大学活性化経費
を定める等）を策定し，重点的 を定める等）を策定し，重点的 （約２億２千万円）を設けて配分した （申請件数１３５件中３６件採択）。
に予算を配分する。 に予算を配分する。
３）研究に必要な施設設備等の ３）研究に必要な施設設備等の
活用・整備に関する具体的方 活用・整備に関する具体的方
策 策

「（ ，教育研究及び大学間連携や産 年度から実施のため18
学連携によるプロジェクト型受 年度は年度計画なし 」16 ）
託・請負型研究のための施設設
備の活用・整備は，戦略的・重
点的に行う。
４）知的財産の創出，取得，管 ４）知的財産の創出，取得，管
理及び活用に関する具体的方 理及び活用に関する具体的方
策 策
①地域連携推進センターが中 ①地域連携推進センターが中 知的財産ポリシー，利益相反マネジメントポリシー，職務発明規則等を整備
心となって知的財産の創 心となって知的財産の創 した。職員からの発明受付，評価，特許出願，維持，管理，ライセンシングを
出，取得，管理及び活用を 出，取得，管理及び活用を 地域連携推進センターが一貫して行っている。
図る。 図る。

「（ ，②民間企業等への技術移転契 ② 年度から実施のため20
約件数の増加を図る。 年度は年度計画なし 」16 ）

５）研究活動の評価及び評価結 ５）研究活動の評価及び評価結
果を質の向上につなげるため 果を質の向上につなげるため
の具体的方策 の具体的方策

， ， 「（ ，①研究における評価は 著書 ① 年度から実施のため18
論文，サイテーション数， 年度は年度計画なし 」16 ）
特許，外部研究費等に関す
る実績等で行う。

「（ ，②研究活動の評価が優れてい ② 年度から実施のため18
る分野の支援体制を強化す 年度は年度計画なし 」16 ）
る。

「（ ，③若手教員の積極的な研修の ③ 年度から実施のため18
機会を増やすとともに，学 年度は年度計画なし 」16 ）
内サバティカル制度を設
け，①における上位評価者
については，教育活動の評
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価結果を考慮し，優先して
サバティカルを与える。

「（ ，④研究活動における倫理規定 ④ 年度から実施のため17
の整備と公表を行う。 年度は年度計画なし 」16 ）
⑤自己点検・評価結果に基づ ⑤「 年度及び 年度か（18 19
き，研究活動の質の向上・ ら実施のため， 年度は16
改善を図るとともに，定期 年度計画なし 」）
的な外部評価を実施する。

６）学部・研究科等の研究実施 ６）学部・研究科等の研究実施
体制等に関する特記事項 体制等に関する特記事項
①地域に密着した今日的教育 ①地域に密着した今日的教育 ①会員共同研究推進事業として，学力向上支援事業実施校共同研究会を開催
課題に関わる研究を推進す 課題に関わる研究を推進す した。②同じく， （外国人留学生による国際理解教育支援プログラム）実GSIP
るため，教育学部附属教育 るため，教育学部附属教育 施校共同研究会を実施した。 ③研究・学習活動等支援事業として，研究活動等
実践総合センターを強化 実践総合センターを強化 に必要な研究会の共催・講演・講師紹介など，会員等の研究・学習活動の支援
し，教育学部・附属学校共 し，教育学部・附属学校共 を行った。その他，客員教員，センター研究員，センター研究協力者の増員を
同研究会及び岩手県教育研 同研究会及び岩手県教育研 図り強化した。
究ネットワークとの連携を 究ネットワークとの連携を
深める。 深める。
②岩手・青森両県にまたがる ②岩手・青森両県にまたがる 岩手県との間で環境再生に向けた相互協力協定を締結するなど，地域貢献特

，廃棄物不法投棄サイトの環 廃棄物不法投棄サイトの環 別支援事業の中で工学部教員を中心に産業廃棄物についての研究を行っており
境修復・再生事業等の地域 境修復・再生事業等の地域 ３月に研究成果報告会を実施した。また，各種シンポジウムの開催等により全
課題を研究する。 課題を研究する。 国に情報発信をしている。
③重点研究領域「機能材料」 ③重点研究領域「機能材料」 工学研究科博士前期・後期課程にフロンティア材料機能工学専攻を設置し 機「
の具体化として「表面界面 の具体化として「表面界面 能材料」の研究を推進した。
工学分野」及び「材料制御 工学分野」及び「材料制御
分野」の研究を推進する。 分野」の研究を推進する。
④自治体との連携による地域 ④自治体との連携による地域 農学部中期目標・中期計画実施準備室を設けて，３分野でのプロジェクト研
農林業の活性化，寒冷バイ 農林業の活性化，寒冷バイ 究の課題を設定し，実施チームを編成した。
オシステム機構の解明と寒 オシステム機構の解明と寒
冷遺伝子資源の活用，さら 冷遺伝子資源の活用，さら
に，畜産物の生産・安全性 に，畜産物の生産・安全性
と人獣共通感染症に関する と人獣共通感染症に関する
研究を推進する。 研究を推進する。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（１）社会との連携，国際交流等に関する目標

中 ①教育・研究面での社会貢献を推進するとともに，地方公共団体等における政策決定等に積極的に参画する。
期 ②産学官民連携，地域の公私立大学等との連携及び高大連携を推進する。
目 ③国際交流の目標・基本方針を定める。
標 ④北東北国立３大学間の連携を強化する。

中 期 計 画 年 度 計 画 計 画 の 進 行 状 況 等
３ その他の目標を達成するため ３ その他の目標を達成するため
の措置 の措置
（１）社会との連携，国際交流等 （１）社会との連携，国際交流等
に関する目標を達成するため に関する目標を達成するため
の措置 の措置
） ， ） ，１ 地域社会等との連携・協力 １ 地域社会等との連携・協力
社会サービス等に係る具体的 社会サービス等に係る具体的
方策 方策
①図書館等の施設も含めたオ ①図書館等の施設も含めたオ 従来の学内開放に加え，新たにキャラクターグッズを利用した大学のＰＲ，
ープンキャンパスの内容を ープンキャンパスの内容を 図書館の高校生への開放を実施した。また，６月に開催したオープンキャンパ
充実する。 充実する。 ス（高校３年生対象）のアンケート調査の結果を分析し，１０月開催したオー

プンキャンパス（高校１・２年生対象）の実施の際は，これまで学部個別の開
催時間の統一化，全学の開催案内の配布などの見直しを行い充実を図った。

②地域や社会のニーズにマッ ②地域や社会のニーズにマッ いわて情報ハイウエーを利用した公開講座を実施するとともに出前講義等に
チした公開講座，公開シン チした公開講座，公開シン よる開催地を拡大した。公開講座は中学１年生を対象としたサッカーの「がん

」， 「 」 ，ポジウム及び出張・出前講 ポジウム及び出張・出前講 ちゃんリーグ 高齢者対象の 先輩！生き生き健康教室 など４１講座を開催
義等の質の向上を図る。 義等の質の向上を図る。 盛岡放送局との共催でのセミナー，岩手県教育委員会と共催の教職員経験NHK

者１０年研修（選択研修 ，教員の指導力向上研修事業，高校生対象の 教） SPP
育連携講座， フォーラムを開催するなど地域社会との連携を図った。COE

「（ ，③大学院における社会人再教 ③ 年度から実施のため19
育（リカレント教育）にも 年度は年度計画なし 」16 ）
重点を置いたカリキュラム
を工夫する。
④高大連携事業の一環として ④高大連携事業の一環として 月曜日・水曜日の９－１０校時に授業科目を開設し，後期に高校生のための
高校生を受け入れるための 高校生を受け入れるための 体験入学を実施した（開講科目７科目，参加高校生３０名 。盛岡地区の県立７）
授業科目を開設する。 授業科目を開設する。 高校と「岩手大学連携講座協定」を締結し，平成１７年度から「高校生に対す

る大学の授業科目の公開」を実施することを決定した。
⑤大学による地域貢献の実施 ⑤大学による地域貢献の実施 相互友好協力協定をこれまでの７市に加え，江刺市，滝沢村とも締結したほ
体制の強化を図るため 地 体制の強化を図るため 地 か，リエゾンＩ（いわて産学連携推進協議会）を設立し，金融機関とも連携が，「 ，「
域連携推進協議会 仮称 域連携推進協議会 仮称 出来た。岩手５大学学長会議の下に「知的資産の活用に関する５大学連携準備（ ）」 （ ）」
を新たに設立する。 を新たに設立する。 会」を設置した。これらの活動により地域連携推進協議会の設置に向けた基盤

作りを行った。
「（ ，⑥友好協力協定市を中心にサ ⑥ 年度から実施のため19

テライトキャンパスの設置 年度は年度計画なし 」16 ）
を推進する。
⑦地域の公的機関の委員会・ ⑦地域の公的機関の委員会・ 各部局でそれぞれの専門分野の教員が県，市等の各種委員会等に委員として
審議会等の委員に教員を積 審議会等の委員に教員を積 積極的に参画している（延べ２８９名 。）
極的に参画させる。 極的に参画させる。 また，ホームページの研究者紹介欄の充実を図った。

２）産学官連携の推進に関する ２）産学官連携の推進に関する
具体的方策 具体的方策
①民間企業及び地域研究機関 ①民間企業及び地域研究機関 客員教授等を各研究機関等から受け入れるほか，共同研究員を５名自治体か
等との共同研究及び人的交 等との共同研究及び人的交 ら受け入れた。また，大型外部資金獲得による共同研究（都市エリア事業，地
流を推進する。 流を推進する。 域コンソーシアム事業）の推進に努めたほか，岩手県産官学連携連絡会並びに

イブニングフォーラムを定期的に開催するなど研究交流の充実を図った。
②岩手ネットワークシステ ②岩手ネットワークシステ 岩手ネットワークシステムに新たに発足したマーケッテング研究会，グリー

，ム，岩手農林研究協議会， ム，岩手農林研究協議会， ン水素研究会及び地域とスポーツ研究会に地域連携推進センター職員が参加し
岩手県教育研究ネットワー 岩手県教育研究ネットワー 研究会の開催を支援したほか，岩手ネットワークシステム，岩手農林研究協議
ク等との連携による研究会 ク等との連携による研究会 会及び岩手県教育研究ネットワークと共催してイーハトーブ地域連携シンポジ
活動を強化する。 活動を強化する。 ウム等を開催するなど，連携を強化している。
③民間企業との共同研究と競 ③民間企業との共同研究と競 地域連携推進センターインキュベーションラボの研究スペースを中心に，文
争的研究開発資金による研 争的研究開発資金による研 部科学省の都市エリア産学官連携促進事業２事業（北上川流域エリア，いわて
究を中心に地域連携推進セ 究を中心に地域連携推進セ 県央・釜石エリア）及び科学技術振興機構プラザ宮城の育成研究の研究拠点と
ンターの研究室の活用を図 ンターの研究室の活用を図 して活用したほか，民間企業から共同研究員を受け入れ，共同研究拠点として
る。 る。 活用している。

「（ ，④地域社会から卒論・修論の ④ 年度から実施のため17
テーマを募集する。 年度は年度計画なし 」16 ）
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３）地域の公私立大学等との連 ３）地域の公私立大学等との連
携・支援に関する具体的方策 携・支援に関する具体的方策
いわて５大学学長会議が実施 いわて５大学学長会議が実施 単位互換の推進のため，９・１０校時の授業を設定し，受講生の便宜を図っ
しているシンポジウム開催，図 しているシンポジウム開催，図 ているほか，１１月に盛岡大学を会場にシンポジウムを開催した。図書館相互
書館相互利用及び単位互換を促 書館相互利用及び単位互換を促 の利用促進についてホームページ等で周知した。
進する。 進する。
４）留学生交流その他諸外国の ４）留学生交流その他諸外国の
大学等との教育研究上の交流 大学等との教育研究上の交流
及び国際貢献に関する具体的 及び国際貢献に関する具体的
方策 方策
①外国の大学・研究機関との ①外国の大学・研究機関との 国際交流センター運営委員会にワーキンググループを立ち上げ 「国際化の理，
連携・交流 留学生の受入 連携・交流 留学生の受入 念・目標及び基本計画」を策定し，３月に学術推進本部で決定した。， ， ， ，
本学在学生の外国の大学へ 本学在学生の外国の大学へ
の派遣，国際性を重視した の派遣，国際性を重視した
教育及び地域社会の国際化 教育及び地域社会の国際化
に貢献等の基本計画を策定 に貢献等の基本計画を策定
する。 する。

， ， 「（ ，②学士課程 大学院課程とも ② 年度から実施のため17
外国の大学との単位互換を 年度は年度計画なし 」16 ）
促進するためのカリキュラ
ムの整備を進める。

「（ ，③国際交流協定大学との交換 ③ 年度から実施のため17
留学を促進する。 年度は年度計画なし 」16 ）
④共同研究及び国際貢献事業 ④共同研究及び国際貢献事業 学長特命プロジェクトチームとして立ち上げた「 （大学・大学と地域UURR
に重点を置いた，中国清華 に重点を置いた，中国清華 ・地域）国際共同交流事業プロジェクトチーム」と国際交流センターが連携し
大学とのＵＵＲＲ（大学・ 大学とのＵＵＲＲ（大学・ て，中国の大学や企業等との技術移転事業を推進している。
大学と地域・地域）連携事 大学と地域・地域）連携事
業及び中国北京大学との西 業及び中国北京大学との西
部大開発事業などの国際交 部大開発事業などの国際交
流を推進する。 流を推進する。
⑤高等教育を通じて国際貢献 ⑤高等教育を通じて国際貢献 留学生の受入数の増加について取り組むほか，更に諸外国の大学との学生交
に寄与するため，アジア・ に寄与するため，アジア・ 流を積極的に進めるため，セント・メアリーズ大学，テキサス大学，ノース・
アフリカはもとより，広く アフリカはもとより，広く セントラルカレッジとの交流協定を締結した。
世界から留学生を受け入れ 世界から留学生を受け入れ
る。 る。

５）国際性を重視した教育を行 ５）国際性を重視した教育を行
う具体的方策 う具体的方策

「（ ，①外国語教育を発展させ多文 ① 年度から実施のため17
化共生教育の比重を高め 年度は年度計画なし 」16 ）
る。

「（ ，②英語による授業科目を増加 ② 年度から実施のため17
するなど，カリキュラムを 年度は年度計画なし 」16 ）
国際化する。

「（ ，③外国人留学生に対しては， ③ 年度から実施のため17
多様なレベルと需要に応え 年度は年度計画なし 」16 ）
られる日本語教育を充実す
る。

６）地域社会の国際化に貢献す ６）地域社会の国際化に貢献す
る具体的方策 る具体的方策
①地方自治体やボランティア ①地方自治体やボランティア 各種団体との情報交換のためのネットワークを構築し，テスト運用した。
団体との連携を強化し，情 団体との連携を強化し，情 岩手県農林水産部等と協力して，スマトラ沖大地震・インド洋津波被災者を
報収集・提供が行える体制 報収集・提供が行える体制 救う県在住外国人留学生の会を立ち上げ，募金活動を実施し，被災者の救援活
を整備する。 を整備する。 動を行った。
②留学生を地域の小・中学校 ②留学生を地域の小・中学校 国際交流センター及び教育学部で小・中学校からの要請に対し，積極的に対
等に派遣し国際理解教育に 等に派遣し国際理解教育に 応（平成１６年度は，５４の保育園，小学校，中学校，高校及び町内会等に派
貢献する。 貢献する。 遣）した。

「（ ，③地域在住の外国人に対する ③ 年度から実施のため18
日本語教育の事業化を進め 年度は年度計画なし 」16 ）
る。

７）北東北国立３大学との連携 ７）北東北国立３大学との連携
推進にかかる措置 推進にかかる措置

「（ ，「北東北国立３大学連携推 年度から実施のため18
進会議において，連携強化の 年度は年度計画なし 」16 ）
具体的方策等について検討
し，３大学間の強い連携を進
めるとともに，再編・統合に
関する検討結果をまとめる。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３ その他の目標
（２）附属学校に関する目標

中 ①大学・学部（大学院を含む）の教育研究目標に適合した学校運営を推進する。
期 ②地域連携と国際化を視野に入れた学校運営を推進する。
目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 計 画 の 進 行 状 況 等
（２）附属学校に関する目標を達 （２）附属学校に関する目標を達
成するための措置 成するための措置
） （ ） ） （ ）１ 大学・学部 大学院を含む １ 大学・学部 大学院を含む
との連携・協力の強化に関す との連携・協力の強化に関す
る具体的方策 る具体的方策
①「インクルージョン・プラ ①「インクルージョン・プラ 「インクルージョン・プラン実施計画」に基づき，学部・附属学校連絡委員
ン（教育学部・附属学校・ ン（教育学部・附属学校・ 会（３回開催）において取り組み状況についての確認を行い，次年度以降の計
地域社会・保護者の連携プ 地域社会・保護者の連携プ 画について検討している。２月に今年度の取り組み状況のまとめを行った。
ラン 」の具体的活動計画 ラン 」の具体的活動計画） ）
を作成し，実施する。 を作成し，実施する。
②「地域連携特別委員会」を ②「地域連携特別委員会」を 附属養護学校に ・ 児等に関する相談事業として特別支援教育センLD ADHD
組織し，地域貢献のための 組織し，地域貢献のための ター（ 心と発達の相談室」等）を，附属幼稚園に子育てに関する相談事業とし「
活動を推進する。 活動を推進する。 て地域幼児教育センター「すくすく」をそれぞれ開設した。
③教育学部・附属学校共同研 ③教育学部・附属学校共同研 「学部・附属学校共同研究会」の全体会及び分科会ごとの話し合いを実施し

。 ， 。究会の組織の充実と活動の 究会の組織の充実と活動の た １９分科会に分かれて共同研究を推進し １２月に研究発表会を実施した
活性化を図る。 活性化を図る。
④附属学校の年間教育計画を ④附属学校の年間教育計画を 附属４校園の年間教育計画を年度当初に教育学部教授会に報告のうえ，作成
教育学部と連携して作成す 教育学部と連携して作成す した。
る。 る。

「（ ，⑤４年一貫教育実習システム ⑤ 年度から実施のため18
の充実と強化及び６年一貫 年度は年度計画なし 」16 ）
教育実習システムの構築を
図る。
⑥教育学部・附属学校双方の ⑥教育学部・附属学校双方の ①「学部・附属学校共同研究会」の充実，②附属校園の学校公開への学部教
教育実践交流の強化を図 教育実践交流の強化を図 員の積極的参加，③附属校園教員による学部講義の担当の強化などを図った。
る。 る。

２）学校運営の改善に関する具 ２）学校運営の改善に関する具
体的方策 体的方策
①地域学校と連携した教育研 ①地域学校と連携した教育研 インクルージョンプランの「第三の柱地域との有機的な連携」の中で具体的
究活動を推進する。 究活動を推進する。 に進めている。附属養護学校「特別支援教育センター ，附属幼稚園「地域幼児」

教育センター」では，夏休み中に夏季公開講座，夏季セミナーを開催した。２
月に取り組み状況のまとめを行った。

②外国の学校との提携協力関 ②外国の学校との提携協力関 附属小学校において，中国北京大学附属小学校，清華大学附属小学校との交
係を構築し，国際理解教育 係を構築し，国際理解教育 流（教員の相互の研修派遣及び児童作品の交流の実施等）を推進している。
を推進する。 を推進する。 北京大学附属小学校は 月 日～ 日まで来校し交流した。11 7 12
③附属学校教員の研修の機会 ③附属学校教員の研修の機会 学部・附属学校連携委員会で検討を行った。現在行われている研修（他県の

） ， ，を拡大する。 を拡大する。 附属校研究会への参加等々 の実態を把握することとしたほか 大学院で学ぶ
あるいは長期の研修など「より一層の研修の機会の拡充」については，代替教
員の確保の問題などがあり今後検討する。



- 20 -

岩 手 大 学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

◎ 国際的コミュニケーション能力の向上を目指した取り組み： 術向上を目指した「森林・林業技術者のための青少年林業教育スキルアッププログ
英語検定試験， 等の資格試験による外国語科目の単位認定のほか，英語 ラム （受講者１６名）などの農林業者及び農業・林業改良普及員等の専門技術研TOEFL 」

科目では （ 模試）を利用して習熟度クラス編成を行った。 修を実施し，地域貢献を図った。TOEFL-ITP TOEFL
また，国際交流センターにおいて，英語圏留学のための英語能力をブラッシュ ◎ 不登校学生等の相談，支援体制の整備：

アップするための ５３０点突破を目標に掲げた大学独自の「スーパーイン 履修申告票未提出者の追跡調査による修学支援や成績不振者の保護者への成績表TOEFL
） ，「 」 「 」 ，グリッシュ」を実施した（受講者 名 。 送付 何でも相談室 や 保健管理センターの相談室 での相談体制の整備など15

◎ 就職や進学に関する相談・支援体制の強化： また，各学部では新入生合宿研修での話し合いによる不登校の未然防止，担任制
具体的な対応を行う組織等の整備について全学就職委員会で審議し，実施体制 度の強化充実など相談・支援体制の整備を図っている。また，平成１６年９月に開

図を作成した。これを基に，各学部において就職支援体制を確立して，進路相談 催した「学生指導担当教員研究会」の討議テーマとして取り上げ，各学部の検討を
室の開設，就職フォーラム，学部独自の企業合同説明会を開催するなど支援体制 基に討議し，相談支援体制を円滑に機能させるため，冊子「クラス担任教員による
の整備を進めた。 学生指導のためのガイドライン」を作成し，全教員へ学生対応資料として配布し，
① 就職委員会及び就職支援室で検討・企画し，年間２９回の就職説明会を実施 支援体制を整備した。
したほか，企業によるセミナーを週２回程度開催した。３月上旬には，２日間 ◎ 学学連携及び産学連携によるプロジェクト研究の実施：
にわたり企業合同セミナーを開催し，企業２１６社，学生約１，５５０名の参 産学連携によるプロジェクト型研究「夢県土いわて戦略的研究推進事業」が採択
加があった また 年度当初は各種公務員採用試験関係ガイダンスを実施した された。また，教育学部と附属４校園との共同研究プロジェクト拡充推進 「工学。 ， 。 ，

」 ，② 各研究科において，研究科専門委員会委員を就職委員会に参画させ連携を強 部技術集 を編集して受託研究及び共同研究を推進するためのデータベースを構築
化するとともに，大学院生のための就職相談室を開設した。また，民間企業と 連合大学院構成大学間共同研究のための裁量経費配分などを実施した 「都市エリ。
金型，鋳造などの研究交流会を通じての関連企業への就職先の確保，工学研究 ア産学官連携促進事業（ニッケルレス生体適合合金の創製）の中核機関として全国
科前期博士課程学生を対象としてのベンチャービジネス企業論を開講するなど の国立大学法人では初めて採択された。これらの成果，共同研究等の件数は昨年よ，
新産業・ベンチャービジネスの創出を含む就職に結びつく体制の整備を行った り３０件多い４２１件となった。。
③ これらの結果，全学（学部及び大学院）の就職率が，前年に比較して約１％ ◎ 重点領域研究の実施：
上がり９２％となった。 環境」をキーワードとした文理融合の研究，環境保全の重要性を教える教育，「

◎ 転学科・転課程制度の導入： 高度技術の基礎となる原理を理解させる教育の充実を目指すカリキュラム開発・教
「目標もなく大学に入ったが他の分野が良かった 「第１希望の学科ではない 材開発研究，環境・生命をキーワードとする プログラム（熱ー生命システム」， COE

ので途中で学科を変えたい」などの学生に対し，平成１７年度達成予定の計画を 相関学創成）による研究教育拠点創成，フロンティア材料機能工学専攻の設置，北
（ ） 。 ，先行して転学科・転課程制度を設けて対処することとした。次年度には，転学部 上市に新技術応用展開部門 サテライト の設置などを重点的に行っている また

制度も検討する。 地域連携推進センターに附属磁場活用ラボを設置した。
◎ 月入学の実施： ◎ 地域連携推進センターの設置と研究成果の社会還元：10

帰国子女，外国人留学生，社会人等のために連合農学研究科では１６年１０月 既設の３センター（地域共同研究，生涯学習教育研究，機器分析）を統合し，地
入学から実施し，工学研究科では１７年度から実施することを決定した。その他 域社会に対する窓口を一本化し機能を充実させるため，地域連携推進センターを設
の研究科でもメリット・デメリットについてアンケート調査を行うなど次年度実 置した。
施の可能性について検討している。 ① ４月にインキュベーションラボを開設（１２グループが入居）し，インキュベ

◎ 情報メディアセンターの設置と教育機能強化： ーションマネージャーを中心に支援を行っている。また，岩手大学発ベンチャー
情報メディアセンター（図書館部門，情報処理部門，ミュージアム部門の３部 が新たに６社誕生し，合計で１１社となった。

門）設置により，部門間連携による新たな教育支援策を実施した。 ② 知的財産ポリシー，利益相反マネジメントポリシー，職務発明規則等を整備し
① 「岩手大学生のための情報探索入門」の冊子を作成して全学生に配布すると た。また，物品購入，技術指導，未公開企業への出資などの事例をＱ＆Ａ方式で
ともに，平成１７年度から授業等で活用する。Ｗｅｂ情報源へのリンク集とし 紹介した「産学官連携のための利益相反ハンドブック」を作成し，学内配布する
て「分野別オンライン情報源」を作成し，ホームページから公開した。 とともに学外向けに有料頒布をした。
② 新学習指導要領で高等学校教育を受けた学生に対する情報処理基礎教育のた ③ 公開講座は中学１年生を対象としたサッカーの「がんちゃんリーグ ，高齢者」
めの教科書を作成することを決定した。 対象の 先輩生き生き健康教室 など年度計画の３２を上回る４１講座を実施 ３「 」 （
③ 「岩手大学まるごとミュージアム」の教育活動の一環として「岩手大学ミュ 講座をＩＴ配信）したほか，ＮＨＫ盛岡放送局との共催セミナー，ＣＯＥフォー
ージアム学」の平成１７年度開講を決定し，シラバスを作成した。 ラムを開催した。地域に講師を紹介する「講師紹介」冊子に新たに分野別リスト

◎ 優秀授業の表彰と公開による授業改善： と講演概要を盛り込んだ。高校生対象のＳＰＰ教育連携講座（サイエンスパート
「全学共通教育授業評価アンケート調査」を前期分として７月末に実施し，後 ナーシッププログラム）については高校教諭と綿密な打ち合わせを行い，要望の

期分は２月に実施した。授業評価結果により各分科会ごとに優秀授業を選出し， 高いテーマについて実施している。
優秀授業表彰を行った（７分科会１８２科目から２８科目選んだ 。なお，優秀授 ◎ 教育学部の連携・協力体制強化：）
業の公開は，平成１７年度の当該前・後期に優秀授業公開週間を設定して各分科 学部全教員の専門分野及び講演・講義可能なテーマを記載したスタッフガイドブ
会の優秀授業の代表者が行うこととした。 ックを作成した。また，地域連携特別委員会を中心に，教育実践総合センター，附

◎ 社会人対象の専門技術教育実施による社会貢献（寒冷フィールドサイエンス教育 属学校，岩手県教育研究ネットワークと連携して，教員研修，学生派遣，生涯教育
研究センター ： 支援などの各種事業を実施した。教育長会議・校長会等で学部方針を説明し，岩手）
岩手県の農業を担う経営感覚に優れたトップリーダー育成を目的とした「いわ 県教育委員会と連携して，教職経験１０年者研修を実施した。

て農業者トップスクール （受講者 名 ，米政策の抜本改革に向けた「平成１６」 ）46
年度革新的農業技術習得研修 （受講者２８名 ，森林環境教育の実践的知識・技」 ）
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◎ 地域連携推進センターを中心とした社会との連携活動：
① 相互友好協力協定をこれまでの７市に加え，江刺市，滝沢村とも締結したほ
か 「リエゾンＩ（いわて産学連携推進協議会 」を設立し，金融機関とも連携， ）
が出来た。また，岩手５大学学長会議の下に「知的資産の活用に関する５大学
連携準備会」を設置した。このように新たな地域連携推進協議会の設置に向け
た基盤作りを行った。
② 客員教授等を各研究機関等から受け入れ，また共同研究員を自治体から受け
入れるほか，大型外部資金獲得による共同研究（都市エリア事業，地域コンソ
ーシアム事業）の推進に努め，岩手県産官学連携連絡会を定期的に開催するな
ど充実を図った。
③ 岩手ネットワークシステム（ＩＮＳ）内にマーケッテング，グリーン水素，
地域とスポーツに関する研究会を発足させるなどこれら３団体との連携事業を
推進したほか，３団体の研究会に地域連携推進センター構成員が参加し情報提
供・情報交換を行いながら，会員研究交流会の開催，セミナーの開催，フォー
ラムの開催，講演会の開催など，連携事業の推進を図った。

◎ （大学・大学と地域・地域）国際共同事業による国際貢献：UURR
UURR国際交流活動を推進するために学長特命プロジェクトとして立ち上げた「

（大学・大学と地域・地域）国際共同交流事業プロジェクトチーム」が国際交流
センターと連携して，中国の大学（清華大学，大連理工大学，華南理工大学）や
企業等との技術移転事業を推進した。

◎ 国際化を視野に入れた学校運営：
附属小学校において，中国北京大学附属小学校，清華大学附属小学校との間で

教員相互の研修派遣及び児童作品の交流を実施している。平成 年度は北京大学16
附属小学校教員７名が 月 日～ 日来校しそれぞれの教科について授業を行11 7 12
い，それについて両校教員による共同研究会を実施した。

◎ 法科大学院設置計画の変更：
平成 年 月設置を目標としていた法科大学院については，教員確保など設置17 4
に関わる諸条件の整備が困難なことから，設置申請を当分の間見合わせることと
した。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

中
， 。期 学長がリーダーシップを発揮しつつ 全学的な視野に立った機動的な大学運営を遂行できる運営体制を整備する

目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に
関する目標を達成するためにと 関する目標を達成するためにと
るべき措置 るべき措置
１ 運営体制の改善に関する目標 １ 運営体制の改善に関する目標
を達成するための措置 を達成するための措置
１）全学的な経営戦略の確立に １）全学的な経営戦略の確立に
関する具体的方策 関する具体的方策
①役員会の経営戦略方針に基 ①役員会の経営戦略方針に基 Ⅲ 戦略的な予算編成方針を定め，財務委員会（学内委員会）で具体
づいて，具体的方策を策定 づいて，具体的方策を策定 の予算案を作成した。また，岩手大学の国際化に関する基本構想の

， （ ） ，する。 する。 作成 岩手産学連携推進協議会 リエゾンＩ への参画などのほか
学術交流，自治体との相互友好協力協定などを締結した。

「（ ，②社会のニーズ等に機動的に ② 年度から実施のため19
対応するため，学長の下に 年度は年度計画なし 」16 ）
一定の教員枠を確保する。

２）運営組織の効果的・機動的 ２）運営組織の効果的・機動的
な運営に関する具体的方策 な運営に関する具体的方策
①本学の意思決定と執行を円 ①本学の意思決定と執行を円 Ⅳ 理事及び副学長で構成する学長・副学長会議を設置し，大学とし
滑に行うために，理事及び 滑に行うために，理事及び ての意思決定と執行を円滑に行うために，教育研究評議会，経営協
副学長等で構成する学長・ 副学長等で構成する学長・ 議会などへの対応について協議している。同会議は，毎週火曜日を
副学長会議を置き，学長補 副学長会議を置き，学長補 定例開催とし平成１６年度に４６回開催した。
佐体制の強化を図る。 佐体制の強化を図る。
②理事の補佐機関としての理 ②理事の補佐機関としての理 Ⅲ 学術担当，学務担当，地域連携担当の各理事の下に，教員及び事
事室を教員及び事務職員で 事室を教員及び事務職員で 務職員で構成する理事室を設置し，理事の補佐体制を整備した。
構成し，一体となって企画 構成し，一体となって企画 開催回数は，学術（１３回 ，学務（２回 ，地域連携（１回 。） ） ）
立案等に当たり，理事を補 立案等に当たり，理事を補
佐する。 佐する。
③教育研究評議会の議題整理 ③教育研究評議会の議題整理 Ⅲ 理事及び学部長等で構成する学部長等連絡会を設置し，教育研究
に当たるほか学部等間の関 に当たるほか学部等間の関 評議会の議題整理にあたるほか，学部間の関係に係る連絡調整を密
係に係る重要事項について 係に係る重要事項について 接に行い，学内意思形成を円滑に行った。
連絡調整するため，理事及 連絡調整するため，理事及
び学部長等で構成する学部 び学部長等で構成する学部
長等連絡会を置き，学長補 長等連絡会を置き，学長補
佐体制の強化を図る。 佐体制の強化を図る。
④各種委員会を整理・統合し ④各種委員会を整理・統合し Ⅲ 法人化に伴い，４３あった各種委員会を見直し，３４委員会に整

， ，運営体制の強化を図る。 運営体制の強化を図る。 理統合し 委員長は役員とするなど責任体制及び委員構成を見直し
審議事項の整理を行った。

⑤学内共同教育研究施設を整 ⑤学内共同教育研究施設を整 Ⅲ 附属図書館，総合情報処理センター，ミュージアムを再編して情
理・統合し運営体制の強化 理・統合し運営体制の強化 報メディアセンターに，地域共同研究センター，生涯学習教育研究
を図る。 を図る。 センター，機器分析センターを再編して地域連携推進センターに，

。留学生センターを国際交流センターに再編して運営の強化を図った
また，大学教育センターを新たに設置した。

「（ ，⑥学生に関連する委員会は， ⑥ 年度から実施のため17
必要に応じて学生の意見を 年度は年度計画なし 」16 ）
聞く機会を設ける。

３）教職員による一体的な運営 ３）教職員による一体的な運営
に関する具体的方策 に関する具体的方策
①各種委員会委員に必要に応 ①各種委員会委員に必要に応 Ⅲ 各種委員会の委員構成の見直しを行い，組織検討委員会，点検評
じて事務職員を加え委員会 じて事務職員を加え委員会 価委員会等に関係事務部の部長等を委員として加えて一体的な運営
の運営改善を図る。 の運営改善を図る。 を図った。

「（ ，②理事及び副学長の指揮の下 ② 年度から実施のため18
に教職員による一体的な運 年度は年度計画なし 」16 ）
営を行うための事務組織を
構築する。

４）全学的視点からの戦略的な ４）全学的視点からの戦略的な
学内資源配分に関する具体的 学内資源配分に関する具体的
方策 方策
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①戦略的な経営方針に基づく ①戦略的な経営方針に基づく Ⅳ 「学長裁量経費 「大学活性化経費」の中に，学長特命課題プロジ」
特定の教育研究分野やプロ 特定の教育研究分野やプロ ェクト等経費や萌芽的教育研究支援費を設け重点配分した。また大
ジェクトを定め重点配分を ジェクトを定め重点配分を 学活性化経費として「２１世紀 プログラムによる研究教育拠点COE
行う。 行う。 創成」に重点配分した。
②教員個人の業績評価とそれ ②教員個人の業績評価とそれ Ⅱ 各学部での教員個人の業績を把握した。現在検討中の評価指針，
に見合った重点的資源配分 に見合った重点的資源配分 評価実施要領及び評価基準が整い次第，評価し重点的な資源配分を
を行う。 を行う。 行う予定である。

５）内部監査機能の充実に関す ５）内部監査機能の充実に関す
る具体的方策 る具体的方策
法律に基づく監事が行う監査 法律に基づく監事が行う監査 Ⅲ 業務運営の適法性と業務の合理性の観点から内部監査を実施する
とは別に内部監査を実施するた とは別に内部監査を実施するた ため監査室を設けた。
めの監査室を設ける。 めの監査室を設ける。 また，内部監査実施要項を策定した。

ウエイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

中
期 本学の教育研究活動を大幅に強化するために，教育研究組織を全学的視点で見直し，再編する。
目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

２ 教育研究組織の見直しに関す ２ 教育研究組織の見直しに関す
る目標を達成するための措置 る目標を達成するための措置
１）教育研究組織の見直しの方 １）教育研究組織の見直しの方
向性 向性

「（ ，①第Ⅰ期中期計画期間終了時 ① 年度から実施のため19
を目途に，学部間の重複を 年度は年度計画なし 」16 ）
避けて，現在の教育研究組
織を整理し，以下の教育研
究理念の基に新たな学部・
大学院体制に再編する。
ア大学院修士課程を機軸と
する教員運用の組織
イ学部と大学院の教育機能
分担
学部：教養教育，基礎
教育(共通基礎教育及
び専門基礎教育)及び
基礎的専門教育
大学院（修士 ：専門）
教育及び研究基礎
大学院（博士 ：研究）
（応用性・地域性・国
際性）

ウ学部・大学院の教育目標
学部：専門性とともに
幅広く深い教養と総合
的視野を持った人材の
養成
大学院（修士 ：創造）
性豊かで高度な専門的
知識や能力を持った人
材の養成

エ人文社会科学系・教育学
系を含む博士養成機能の
整備を検討

②連合農学研究科及び連合獣 ②連合農学研究科及び連合獣 Ⅲ 法人化に伴う「協定書」締結時に連合大学院を維持することを確
医学研究科は，維持・発展 医学研究科は，維持・発展 認。連合大学院点検評価委員会に教育研究組織専門委員会を設置，
・充実に努める。 ・充実に努める。 専攻及び連合講座再編などについて点検評価を行い，その結果の報

告書を平成１７年９月を目途に作成することとした。

ウエイト小計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

中
期 性別，国籍及び障害等による差別を行わず，教職員が能力を遺憾なく発揮し，業績が適切に反映される人事制度を
目 構築する。
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

３ 教職員の人事の適正化に関す ３ 教職員の人事の適正化に関す
る目標を達成するための措置 る目標を達成するための措置
１）人事評価システムの整備・ １）人事評価システムの整備・
活用に関する具体的方策 活用に関する具体的方策

「（ ，①全学統一的な人事評価シス ① 年度から実施のため17
テムを構築する。 年度は年度計画なし 」16 ）

「（ ，②各職務に必要とされる「業 ② 年度から実施のため18
務内容と能力水準」の基準 年度は年度計画なし 」16 ）
を策定する。また，多面的
・総合的な業績評価のた
め，絶対評価，相対評価，
自己評価，プレゼンテーシ
ョン等の基準を策定する。

「（ ，③職責・業績を適切に反映し ③ 年度から実施のため19
たインセンティブに富んだ 年度は年度計画なし 」16 ）
給与処遇を実現するため，
基本給，職責給，業績給及
び諸手当からなる給与体系
への移行を図る。

「（ ，④多様な採用形態に対応でき ④ 年度から実施のため19
るよう，年俸制，歩合（出 年度は年度計画なし 」16 ）
来高）制及び採用される者
の能力に応じた給与制度を
策定する。

２）柔軟で多様な採用制度に関 ２）柔軟で多様な採用制度に関
する具体的方策 する具体的方策

「（ ，①教員は，教育研究の双方に ① 年度から実施のため18
従事する者のほか，主とし 年度は年度計画なし 」16 ）
て研究に従事する者及びそ
の他の特殊な業務に従事す
る者とする。

「（ ，②選考に当たっては，業績審 ② 年度から実施のため18
査のほか，面接及びプレゼ 年度は年度計画なし 」16 ）
ンテーションを実施するな
ど，多面的な評価により行
う。

「（ ，③教育研究実績を判断基準と ③ 年度から実施のため17
して，論文実績数のみにと 年度は年度計画なし 」16 ）
らわれない多様な選考を実
施する。

「（ ，④専門性を必要とする事務部 ④ 年度から実施のため19
門を強化するため，法律， 年度は年度計画なし 」16 ）
会計，外国語，情報処理等
の専門的知識を有する者の
特別選抜制度による採用等
を実施する。

３）任期制の導入など教員の流 ３）任期制の導入など教員の流
動性と選考過程の透明性の向 動性と選考過程の透明性の向
上に関する具体的方策 上に関する具体的方策
①任期制は，教育研究支援施 ①任期制は，教育研究支援施 Ⅲ 教員の任期に関する規則を制定した。教育研究支援施設は，大学
設及び大型研究プロジェク 設及び大型研究プロジェク 教育センター，情報メディアセンター，地域連携推進センターで平
ト等の教員から導入を図 ト等の教員から導入を図 成１７年度から導入する。大型研究プロジェクトについては，検討
る。 る。 の結果，それぞれの就業規則で１年以内の雇用の期間を定めて雇用

する職員とすることがプロジェクトの性格に合うことから，導入の
必要はないと判断した。

②本学の教員と行政機関，企 ②本学の教員と行政機関，企 Ⅲ 岩手県及び東北経済産業局の職員を，地域連携推進センター教員
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業及び学校等の人材との幅 業及び学校等の人材との幅 として受け入れた。滝沢村，北上市，水沢市，釜石市，江刺市から
広い人事交流の実施に努め 広い人事交流の実施に努め 共同研究員を受け入れた。また，教育委員会及び学校等との交流を
る。 る。 図っている。
③教員の選考過程を公表し客 ③教員の選考過程を公表し客 Ⅲ 学内では，学部長等連絡会で選考過程を公表している。学外に対
観性・透明性を高める。 観性・透明性を高める。 しては，各部局で公募を科学技術振興機構の 等で公表するJREC-IN

， ， 。際に選考過程を明示し 客観性 透明性を高めることに努めている
④教員の公募は国内外に対し ④教員の公募は国内外に対し Ⅲ 科学技術振興事業団の研究者人材データベース の活用のJREC-IN
て実施する。 て実施する。 ほか，本学のホームページ等に掲載し公募している。

４）女性，外国人等の採用の促 ４）女性，外国人等の採用の促
進に関する具体的方策 進に関する具体的方策

「（ ，①男女共同参画に配慮し，女 ① 年度から実施のため20
性の採用・登用の拡大を図 年度は年度計画なし 」16 ）
り，教職員の２０％の構成
になるよう努める。

「（ ，②国際化に配慮し，外国人教 ② 年度から実施のため20
員の採用を促進し，大学教 年度は年度計画なし 」16 ）
員の３％の構成になるよう
努める。

５）事務職員等の人事交流及び ５）事務職員等の人事交流及び
研修に関する具体的方策 研修に関する具体的方策
①文部科学省関係機関を主と ①文部科学省関係機関を主と Ⅲ 事務職員については，平成１７年度から東北経済産業局との人事
した交流に留まらず，民間 した交流に留まらず，民間 交流を実施した。
企業，地方公共団体等との 企業，地方公共団体等との 技術職員については，岩手県工業技術センターとの人事交流を同
交流を実施する。 交流を実施する。 センターから了解を得ており，交流内容及び期間等について協議す

ることとした。
②民間派遣研修を活用し，企 ②民間派遣研修を活用し，企 Ⅲ 業務運営の手法，コストの軽減策，サービス精神等知識を習得さ
業経営の効率化の手法を身 業経営の効率化の手法を身 せ，職員の資質，能力の向上を図るため事務職員２名を市内ホテル
に付けさせるとともに，サ に付けさせるとともに，サ に９月から１ヶ月派遣した。
ービス精神を涵養する。 ービス精神を涵養する。

「（ ，③海外派遣研修を実施し，国 ③ 年度から実施のため17
際対応能力を身に付けさせ 年度は年度計画なし 」16 ）
るとともに，語学力を向上
させる。
④階層別研修制度を整備し， ④階層別研修制度を整備し， Ⅲ 新採用職員（２０名 ，中堅係員（６名 ，係長（７名 ，課長（２） ） ）
他大学との連携を含め実施 他大学との連携を含め実施 名）及び部長の階層別研修制度を整備し実施した。なお，実施に当
する。 する。 たっては，本学主催研修以外については，他大学 （社）国立大学協，

会及び人事院の外部機関による研修を利用して行った。
⑤簿記，語学等の資格試験の ⑤簿記，語学等の資格試験の Ⅲ 衛生工学衛生管理者試験に３名及び衛生管理者試験に５１名が受
実務研修制度を整備し，業 実務研修制度を整備し，業 験し，合格者の中から衛生工学衛生管理者に１名を，衛生管理者に
務に反映させる。 務に反映させる。 １７名を選任し，業務にあたらせている。

放送大学授業科目を利用した自己啓発研修で，簿記及び語学科目
に１５名を受講させた。また，中国・西北農林科技大学派遣研修に
２名派遣するとともに，日本学術振興会国際学術交流研修に１名を
派遣決定した。

ウエイト小計
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岩 手 大 学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

中
期 事務処理の簡素化・合理化を図るとともに，事務処理の電子化を推進し，事務組織の機能・編成を見直すなど，管理事務の効率化に努める。
目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

４ 事務等の効率化・合理化に関 ４ 事務等の効率化・合理化に関
する目標を達成するための措置 する目標を達成するための措置
１）複数大学による共同業務処 １）複数大学による共同業務処
理に関する具体的方策 理に関する具体的方策
入試説明会の実施，事務職 入試説明会の実施，事務職 Ⅲ 北東北国立３大学合同での入試説明会を札幌で開催し，また東北
員採用面接等，より効率的・ 員採用面接等，より効率的・ 地区国立大学法人事務系職員採用共通試験を実施した。
効果的な運営が期待できるも 効果的な運営が期待できるも
のについて，共同事務処理を のについて，共同事務処理を
進める。 進める。
２）業務のアウトソーシング等 ２）業務のアウトソーシング等
に関する具体的方策 に関する具体的方策
①管理事務で経費節約等が可 ①管理事務で経費節約等が可 Ⅲ 経費節約等が可能な業務について検討し，旅費支給業務，農学部
能な業務は，アウトソーシ 能な業務は，アウトソーシ 学生実習用バス運行業務のアウトソーシングについて平成１７年４
ングする。 ングする。 月から実施する。
②事務処理の電子化を推進 ②事務処理の電子化を推進 Ⅲ 電子掲示板システム，工事契約に関する「電子入札システム」及
し，事務処理方法の見直し し，事務処理方法の見直し び図書の「自動貸出・返却装置」を導入した。また，各部局とも通
及び事務連絡方法のネット 及び事務連絡方法のネット 知文書や各種案内等の文書は極力メール等で行うなど簡素化・合理
ワーク化の実施等により， ワーク化の実施等により， 化に努めている。
事務の簡素化・合理化に努 事務の簡素化・合理化に努
める。 める。

ウエイト小計

ウエイト総計

［ウエイト付けの理由］
任期制について，人事制度専門委員会及び人事評価委員会においての度重なる審議並びに教育研究支援施
設及び職員から意見を徴するなどの過程を経て導入した。
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岩 手 大 学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

◎ 学長のリーダーシップ発揮による予算配分，企画立案，執行等の体制確立：
。学長のリーダーシップによって機動的大学運営ができるような体制を整備した

① 理事及び副学長で構成する学長・副学長会議を設置し，大学としての意思決
定と執行を円滑に行うために，教育研究評議会，経営協議会などへの対応につ
いて協議している。また，理事及び学部長等で構成する学部長等連絡会を設置
し，教育研究評議会の議題整理にあたるほか，学部間の関係に係る連絡調整を
密接に行い，学内意思形成を円滑に行っている。

② 学長裁量経費を措置して，２１世紀 プログラム研究教育拠点創成事業，COE
（ ） ， ，UURR 大学・大学と地域・地域 国際交流学長特命事業 獣医学教育の充実

萌芽的教育研究支援などに重点的予算配分をした。
③ 学術担当，学務担当，地域連携担当の各理事の下に教員及び事務職員で構成
する理事室を設置すると共に，理事及び各学部長等で構成する学術，学務，地
域連携推進本部を設置して，大学の基本構想・戦略に関する企画立案機能を強
化した。
④ これまでの大学教育研究支援施設を大学教育センター，情報メディアセンタ
ー，地域連携推進センター，国際交流センター等に再編し，担当理事が直接統
括することによって運営の強化を図った。

◎ 監事監査体制：
監事業務を執行するため，監事補佐機能をもつ監事室を設置した。業務全般に

ついての監査を４半期ごとに実施し，指摘があった改善すべき点等について，そ
， 。れに対応する改善策等を関係部局を中心に検討し 改善するシステムを確立した

◎ 内部監査制度導入による業務の適正化
業務運営の適法性と業務の合理性の観点から内部監査を実施するため，監査室
を設けた。内部監査実施要項を策定するとともに，業務全般についての監査を実
施した。

◎ 学部運営会議の設置による学部運営の円滑機能化：
学長がリーダーシップを発揮しつつ，全学的視野に立った機動的な大学運営を

遂行する体制を整備したことに伴い，各学部においても，学部長のリーダーシッ
プと学部構成員のボトムアップの調和を目指した学部運営体制として運営会議を
設置した。

◎ 中期目標・中期計画を円滑に遂行するための体制：
各部局において中期目標・中期計画を円滑に進めるため，全学の「中期目標・

中期計画」に対応させて，部局の中期計画及び実施計画を策定した。例えば，農
学部においては 「農学部中期目標・中期計画実施準備室」を設置するなどして，，
計画の実施に努めた。
他の部局においても，運営会議等で計画の実施に努めた。

◎ 任期制導入による教育研究支援施設の活性化：
， ， ，教員の任期に関する規則を制定し 大学教育センター 情報メディアセンター

地域連携推進センターに平成１７年度から導入する。
◎ 業務改善の取り組み：

中期計画の業務運営の改善に関する課題解決に資するため，主に若手職員から
「業務の効率化の提案 「経費削減方法の提案 「職員のレベルアップの方策 「大」 」 」
学のイメージアップの提案 「その他のひらめき」についてアイディアを募集した」

， 。 ， ，ところ ２６名から１３７件の提案があった 提案について 既に一部は実現し
その他についても関係各課で実現に向けて検討している。

◎ 大学のイメージアップの工夫：
法人化を迎え，大学広報活動の重要性の観点から，岩手大学のイメージを一般

に広く浸透させることを目的に，イメージキャラクターとロゴ文字を制定して，
商標登録した。また，オリジナルグッズを広報用に配布するほか，生協を通して
販売した。
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岩 手 大 学

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

中
期 本学の教育研究及び社会貢献の事業を一層発展させるため，自己収入の一層の確保に努めるとともに，本学にふさわしい新たな収入方策についても積極的に取り組む。
目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
を達成するためにとるべき措置 を達成するためにとるべき措置
１ 外部研究資金その他の自己収 １ 外部研究資金その他の自己収
入の増加に関する目標を達成す 入の増加に関する目標を達成す
るための措置 るための措置
１）科学研究費補助金，受託研 １）科学研究費補助金，受託研
究，奨学寄附金等外部資金増 究，奨学寄附金等外部資金増
加に関する具体的方策 加に関する具体的方策

「（ ，①競争力の源泉である知財を ① 年度から実施のため19
生み出す研究者の更なるモ 年度は年度計画なし 」16 ）
チベーションを高めるた
め，透明性のある評価と報
酬・報奨制度を整備する。
②大学の研究活動や推進体制 ②大学の研究活動や推進体制 Ⅲ ホームページの研究者紹介欄の充実を促進するとともに，地域連
を積極的に公開するととも を積極的に公開するととも 携推進センターのホームページの中にある競争的外部資金獲得の最
に，競争的研究資金を獲得 に，競争的研究資金を獲得 新情報の更新・充実を図っているほか，科研費説明会を開催してい
するための講習等を実施す するための講習等を実施す る。また，地域で開催される講演会や産業界の会議等に積極的に参
る。 る。 加し大学の取り組みや研究成果を している。PR

「（ ，③明確な目標や製品化の目処 ③ 年度から実施のため17
があり外部資金獲得の可能 年度は年度計画なし 」16 ）
性が高い研究は，全学的な
マネジメントにより支援す
る。

２）収入を伴う事業の実施に関 ２）収入を伴う事業の実施に関
する具体的方策 する具体的方策
①授業料や入学料等の安定的 ①授業料や入学料等の安定的 Ⅲ 確実な学生確保を図るため県内各高等学校はもとより，隣接県の
な収納を図るため，確実な な収納を図るため，確実な 進学校を中心に学校訪問し，本学の理念，教育目標等についてＰＲ

。 ， ，学生確保を図るとともに， 学生確保を図るとともに， 活動を行った また 学生の休・退学者を減らす方策の一つとして
早期収納等の収納方策を検 早期収納等の収納方策を検 転学科・転課程制度の導入を行った。早期収納については，入学検
討し実施する。 討し実施する。 定料，入学料の窓口納付を「郵便振込」へ変更し，授業料は「代行

納付制度」から「口座引き落とし」へ処理を変更した。さらに，担
任教員の協力を得て，未納者への督促を行った。

②教育研究への関連度，地域 ②教育研究への関連度，地域 Ⅲ 所有している特許権の管理の見直しを進めている。地域連携推進
社会の要請等を考慮し，既 社会の要請等を考慮し，既 センターに新たにインキュベーション機能，知的財産本部機能を加
存事業を見直し，新規事業 存事業を見直し，新規事業 え既存事業の見直しを図った。また，社会人を対象とした「岩手大

（ ）」 ，の導入を図る。 の導入を図る。 学公開授業 仮称 を平成１７年度後期に導入することとしたほか
「ビジネス支援室 （仮称）設置等への積極的対応，大学独自の「ス」
ーパーイングリッシュ」の実施，農業・林業改良普及員等の研修の
実施など既存事業を見直し，新規事業の導入を図った。

ウエイト小計
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岩 手 大 学

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
２ 経費の抑制に関する目標

中
期 管理業務における一層の節減を行うとともに，効率的な施設運営を行うことなどにより，固定的経費の節減と財務内容の管理・運営の適正化を図る。
目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

２ 経費の抑制に関する目標を達 ２ 経費の抑制に関する目標を達
成するための措置 成するための措置
１）管理的経費の抑制に関する １）管理的経費の抑制に関する
具体的方策 具体的方策
①省エネ・省資源意識を涵養 ①省エネ・省資源意識を涵養 Ⅳ コピー用紙の再利用（裏面使用 ，昼休み時間の消灯，退勤時のパ）
し，毎年度１％の経費の節 し，毎年度１％の経費の節 ソコンの電源切り，全学一斉休業日の設定，電話回線及び携帯電話
減を図る。 減を図る。 の契約の見直し変更，定期刊行物等の契約の見直し，各研究室等で

， ， ，の節電 啓発ポスターの掲示などを実施し 節約に努めているほか
「省エネ診断」を依頼し，さらに効率的な節約に務めている。節水
対策として，漏水調査を実施した。
この結果，目標の１％を超える経費節減が達成された。

②電子化の促進及びシステム ②電子化の促進及びシステム Ⅲ 授業料収納及び各種支払いにファームバンキングを利用し，経費
の統合等を進め管理的サー の統合等を進め管理的サー を削減した。電子掲示板システム 「 」の導入，各種開， Docu Works
ビスのコストを抑制する。 ビスのコストを抑制する。 催通知の電子メールの活用など学内業務のペーパレス化を進め管理

的サービスのコストを抑制した。

ウエイト小計
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岩 手 大 学

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

中
。期 研究資源の効率的利用及び施設設備の有効利用を一層推進するとともに，金融資産の運用と活用にも取り組む

目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

３ 資産の運用管理の改善に関す ３ 資産の運用管理の改善に関す
る目標を達成するための措置 る目標を達成するための措置
１）資産の効率的・効果的運用 １）資産の効率的・効果的運用
を図るための具体的方策 を図るための具体的方策
①地域や社会の施設，設備等 ①地域や社会の施設，設備等 Ⅲ 施設開放活用の窓口を財務部財務課資産管理係に一本化し，地域

。 ，利用の要請に一層積極的に 利用の要請に一層積極的に 住民の利便性の向上に努めた 学生実習用宿泊施設を貸し出すなど
応えるため，資産活用マネ 応えるため，資産活用マネ 積極的な資産運用を開始した。資産活用マネジメントの体制を整備
ジメント体制を整備し，有 ジメント体制を整備し，有 した。
効的な利用を図る。 効的な利用を図る。

ウエイト小計

ウエイト総計

［ウエイト付けの理由］
管理的経費の抑制に関し，中期計画に毎年度１％節減という具体的数値を掲げ，全部局において目標達
成のためコピー用紙の再利用，節電，節水対策などに努めた結果，目標の１％を上回る節減の成果を上げ
ることができた。
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岩 手 大 学

Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

◎ 経費節減の取り組み：
コピー用紙の再利用（裏面使用 ，昼休み時間の消灯，退勤時のパソコンの電源）

切り，全学一斉休業日の設定（ 月 日～ 日 ，電話回線及び携帯電話の契約8 12 16 ）
の見直し変更，定期刊行物等の契約の見直し，各研究室等での節電，漏水調査・
対策，啓発ポスターの掲示などを実施し，節約に努めているほか 「省エネ診断」，
を依頼しさらに効率的な節約に努めている。 この結果，原油価格の高騰にもかか
わらず，目標の「１％の経費の節減」を上回る経費節減が達成された。
また，出張（旅費支給）関係事務及び農学部学生実習用バスの運行業務を平成

１７年４月からアウトソーシングする。
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岩 手 大 学

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
１ 評価の充実に関する目標

中
期 教育研究活動等の評価結果（外部評価及び第三者評価）を広く社会に公表し，社会からの評価を教育研究活動の一層の改善に反映させる。
目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況 Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況
に係る情報の提供に関する目標 に係る情報の提供に関する目標
を達成するための措置 を達成するための措置
１ 評価の充実に関する目標を達 １ 評価の充実に関する目標を達
成するための措置 成するための措置
１）自己点検・評価の改善に関 １）自己点検・評価の改善に関
する具体的方策 する具体的方策

「（ ，①点検・評価用のデータベー ① 年度から実施のため18
スを構築する。 年度は年度計画なし 」16 ）

２）評価結果を大学運営の改善 ２）評価結果を大学運営の改善
に活用するための具体的方策 に活用するための具体的方策

「（ ，①教員の教育研究，社会貢献 ① 年度から実施のため18
及び管理運営の評価項目を 年度は年度計画なし 」16 ）
重視し，教員への支援策を
構築する。

ウエイト小計
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岩 手 大 学

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
２ 情報公開等の推進に関する目標

中
。期 大学の理念・目標，大学への入学や学習機会に関する情報，卒業生の進路状況に関する情報，教育研究活動の状況等を社会に対して公表する

目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

２ 情報公開等の推進に関する目 ２ 情報公開等の推進に関する目
標を達成するための措置 標を達成するための措置
１）大学情報の積極的な公開・ １）大学情報の積極的な公開・
提供及び広報に関する具体的 提供及び広報に関する具体的
方策 方策
①学長記者会見を定期的に開 ①学長記者会見を定期的に開 Ⅳ 定例記者会見を３～４ヶ月に１回開催し，大学情報の積極的な公
催する。 催する。 開・提供を行っている（第１回目は６月に，第２回目は１０月に，

第３回目は１２月に，第４回目は３月に開催 。その他，必要に応じ）
て４回行った。

②大学入試情報，修学上の情 ②大学入試情報，修学上の情 Ⅲ 入試結果をホームぺージ，大学案内等で公表し，学部・大学院入
報，就職情報等及び教員の 報，就職情報等及び教員の 試日程などの入試情報についてはその都度，ホームページで提供し
研究活動，教育活動，社会 研究活動，教育活動，社会 た。
貢献活動等の公開情報を多 貢献活動等の公開情報を多 ホームページの研究者総覧のデータを更新し，教員個々の最新の
様な情報メディアを活用し 様な情報メディアを活用し 研究活動等の情報を提供できるようにした。研究シーズ，競争的外
充実する。 充実する。 部資金情報及び技術移転事例紹介をホームページで提供した。岩手

大学の研究成果をデータベース化した。大学の活動・情報等につい
てその都度，報道各社に提供するなど情報メディアを積極的に活用
した。

「（ ，③ホームページは，日本語の ③ 年度から実施のため17
他，英語（国際交流センタ 年度は年度計画なし 」16 ）
ーは，英語，中国語及び韓
国語）でも検索できるよう
にする。

ウエイト小計

ウエイト総計
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岩 手 大 学

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項

◎ 定例記者会見の実施：
定例記者会見を３～４ヶ月に１回開催し，大学情報の積極的な公開・提供を行

った（第１回目は６月に，第２回目は１０月に，第３回目は１２月に，第４回目
は３月に開催 。また，そのほか必要に応じて４回開催した。）
◎ 学内情報の国際的広報活動：

平成１７年度予定の計画を先行して岩手大学のホームページを日本語のほか，
英語，中国語，ロシア語，ベンガル語，韓国語，スペイン語，タイ語，ベトナム
語，マレーシア語版で作成し公開した。
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岩 手 大 学

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

中
。期 教育研究環境の改善を進めるため，全学的視点に立ったスペースの配分を行い，また，施設設備の安全性を考慮した有効活用を図る

目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

Ⅴ その他業務運営に関する重要 Ⅴ その他業務運営に関する重要
目標を達成するためにとるべき 目標を達成するためにとるべき
措置 措置
１ 施設設備の整備等に関する目 １ 施設設備の整備等に関する目
標を達成するための措置 標を達成するための措置
１）施設等の整備に関する具体 １）施設等の整備に関する具体
的方策 的方策
①老朽化した施設設備等は， ①老朽化した施設設備等は， Ⅲ 安全対策について，平成１６年～１７年度体系図（調査，整理，
安全対策をとるとともに， 安全対策をとるとともに， 分析）の改善計画を策定した。
改善計画を策定する。 改善計画を策定する。
②社会のニーズに応える教育 ②社会のニーズに応える教育 Ⅲ 他大学からの情報収集や公共施設の取り組みについて調査し，整
研究を一層促進するため， 研究を一層促進するため， 備計画を策定した （平成１６年度は，地域連携推進センター磁場活。
必要とする施設の整備計画 必要とする施設の整備計画 用ラボを新設した ）。
を策定する。 を策定する。
③学生のための快適な空間と ③学生のための快適な空間と Ⅲ 平成１６年～１７年度身障者対応整備計画を策定した。
美しいキャンパス作りに取 美しいキャンパス作りに取 （平成１６年度は，身体に障害のある学生への対応として，エレ
り組むとともに，学生の利 り組むとともに，学生の利 ベーター，トイレ，自動ドア，スロープなどを整備した。学生用駐
便を重視した施設設備の整 便を重視した施設設備の整 輪場の整備，駐車場の整備，教職員一体となっての構内清掃などを
備計画を策定する。 備計画を策定する。 行うなど美しいキャンパス作りに取り組んだ ）。

２）施設等の有効活用及び維持 ２）施設等の有効活用及び維持
管理に関する具体的方策 管理に関する具体的方策
①既存施設の点検・評価を行 ①既存施設の点検・評価を行 Ⅲ 「既存施設の使用実態調査」調査票及び安全点検項目（土木工作
う体制を再構築し，スペー う体制を再構築し，スペー 物，建築物，電気・機械設備）一覧表を策定した。
スの再配分を行うこと等に スの再配分を行うこと等に 施設の有効活用のためのマネジメントを策定した。
より快適な教育研究環境を より快適な教育研究環境を （平成１６年度は，農学部５号館の耐震診断を行った ）。
， 。 ， 。整え 施設を有効活用する 整え 施設を有効活用する

②施設設備等のプリメンテナ ②施設設備等のプリメンテナ Ⅲ 省電力設備機器設置５カ年計画を策定した。
ンス（予防的な施設の点検 ンス（予防的な施設の点検 （平成１６年度は，工学部に省電力設備機器を設置した ）。
・保守・修繕等）計画を早 ・保守・修繕等）計画を早
期に策定する。 期に策定する。

「（ ，③環境マネジメント規格 ③ 年度から実施のため20
（ １４００１）の認証取 年度は年度計画なし 」ISO 16 ）
得を目指して検討する。

ウエイト小計
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岩 手 大 学

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標
２ 安全管理に関する目標

中
。期 環境と安全に配慮した人にやさしい教育研究環境を目指して，社会も安心できる責任ある管理体制を構築する

目
標

中 期 計 画 年 度 計 画 進行 判 断 理 由（実施状況等） ウエ
状況 イト

２ 安全管理に関する目標を達成 ２ 安全管理に関する目標を達成
するための措置 するための措置
１）学生等の安全確保等に関す １）学生等の安全確保等に関す
る具体的方策 る具体的方策
①定期的に安全教育を行う。 ①定期的に安全教育を行う。 Ⅲ 作業環境測定の有資格者から，局所排気装置を取り扱う者に対し

て安全教育を実施した。また，作業主任者が実験機械等の取り扱い
方法をその都度指導するなど随時安全教育を実施している。

，②毒物，劇物等の取扱と管理 ②毒物，劇物等の取扱と管理 Ⅲ 毒物及び劇物取扱いマニュアルに基づく定期的点検・検査の実施
体制を徹底する。 体制を徹底する。 「適正な管理」の周知徹底のほか，安全衛生管理要綱を定めるなど

管理体制を整備した。
③防犯上の点から総合的な施 ③防犯上の点から総合的な施 Ⅱ 警備業務は外注しているが，委託（契約）内容を見直し，セキュ
設内入出管理セキュリティ 設内入出管理セキュリティ リティーの充実を図った。学内情報機器巡回管理システムについて
システムと学内情報機器巡 システムと学内情報機器巡 は，システムの内容等について検討中である。
回管理システム等の導入を 回管理システム等の導入を
検討する。 検討する。
④社会の趨勢と学内関係者の ④社会の趨勢と学内関係者の Ⅲ 学内における受動喫煙防止のため，構内禁煙化の経過措置として

。 。健康と教育の観点から学内 健康と教育の観点から学内 完全分煙を実施した ポスターやチラシで歩行禁煙等を呼びかけた
禁煙化を促進する。 禁煙化を促進する。 学内完全禁煙化に向けて，学生・教職員の意識を高めるとともに禁

煙希望者の支援を充実させている。附属校園については，敷地内全
面禁煙措置を実施した。また，平成２０年４月から大学構内全面禁
煙にすることを決定した。

２）危機管理等に関する具体的 ２）危機管理等に関する具体的
方策 方策
「危機管理対策本部」を設置 「危機管理対策本部」を設置 Ⅲ 危機管理対策本部組織及び緊急連絡網を作成し，１２月に危機対
し，有事に即応できる体制の整 し，有事に即応できる体制の整 策本部設置シミュレーションに基づき演習を実施し，それを踏まえ
備を図る。 備を図る。 て，平成１７年３月に岩手大学危機対策要項及び岩手大学危機対策

マニュアルを決定し，全学に周知した。

ウエイト小計

ウエイト総計
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岩 手 大 学

Ⅴ その他業務運営に関する特記事項

◎ 身体に障害のある学生に対する施設整備と学内環境整備：
， ，身体に障害のある学生に対応する施設の整備計画を策定すると共に エレベータ

トイレ，スロープ，自動ドアなどを整備した。
また，学内の学生用駐輪場や駐車場を整備するほか，教職員一体となっての構内

清掃を行うなど美しいキャンパス作りに取り組んだ。
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岩 手 大 学

Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む ，収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額

１９億円 １９億円 「該当なし」

２ 想定される理由 ２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等に 運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等に
より緊急に必要となる対策費として借り入れること より緊急に必要となる対策費として借り入れること
を想定 を想定

Ⅷ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

工学部の土地の一部（岩手県盛岡市上田四丁目４９ 「該当なし」 「該当なし」
－１，約７３０．００㎡）を譲渡する。

Ⅸ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

教育研究の質の向上，環境整備及び組織運営の改善 教育研究の質の向上，環境整備及び組織運営の改善 「該当なし」
に充当 に充当
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岩 手 大 学

Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

小規模改修 総額 ２５２ 施設整備費補助金 小規模改修 総額 ８０ 施設整備費補助金 小規模改修 総額 ８０ 施設整備費補助金
（２５２） 身障者対策 （８０） 身障者対策 （８０）

（スロープ，自動ド （スロープ，自動ド
， ， ， ，ア 身障者トイレ ア 身障者トイレ
エレベータ新設 エレベータ新設
等） 等）
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岩 手 大 学

Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

（方針）
（１）各職務に必要とされる「業務内容と能力水準」の基準や多面的 （１）教員の配置については，全学的視点で行う。 （１ 『 Ⅰ教育に関する目標を達成するための措置」Ｐ９参照』）「
・総合的な業績評価のための基準を策定し，インセンティブに富 （２）民間企業及び地域研究機関等との共同研究及び人的交流を推進 （２ 『 Ⅰ教育に関する目標を達成するための措置」Ｐ１７参照』）「
んだ給与体系及び多様な採用形態に対応した給与制度を策定する する。
など，人事評価システムの整備・活用を図る。 （３）任期制は，教育研究支援施設及び大型研究プロジェクト等の教 （３）

（２）国籍や経歴にとらわれない選考を実施するなど，柔軟で多様な 員から導入を図る。
採用制度を策定する。 （４）本学の教員と行政機関，企業及び学校等の人材との幅広い人事 （４） 『 Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するた「

（３）教育研究支援施設及び大型研究プロジェクト等の教員から任期 交流の実施に努める。 めの措置」Ｐ２５～２６参照』
制を導入するなど，教員の流動性と選考過程の透明性の向上を図 （５）教員の選考過程を公表し客観性・透明性を高める。 （５）
る。 （６）教員の公募は国内外に対して実施する。 （６）

（４）女性，外国人等の採用の促進を図る。 （７）男女共同参画に配慮し，女性の採用･登用の拡大を図る。 （７）女性職員の雇用増について，平成２０年度に教職員の２０％の構
（５）事務職員等については，文部科学省関係機関に留まらず，民間 成になるように努めている。
企業，地方公共団体との人事交流や民間派遣研修，海外派遣研修 （８）国際化に配慮し，外国人教員等の採用を促進する。 （８）外国人教員の雇用増について，平成２０年度に教員の３％の構成
等を実施する。 になるように努めている。

（９）文部科学省関係機関を主とした交流に留まらず，民間企業，地 （９）
方公共団体等との交流を実施する。

（１０）民間派遣研修を活用し，企業経営の効率化の手法を身に付け （１０） 『 Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するた「
させるとともに，サービス精神を涵養する。 めの措置」Ｐ２６参照』

（１１）階層別研修制度を整備し，他大学との連携を含め実施する。 （１１）
（１２）簿記，語学等の資格試験の実務研修制度を整備し，業務に （１２）

反映させる。

（参考）

平成１６年度

（１） 常勤職員数 ８１１ 人

（２） 任期付職員数 ０ 人

（３）① 人件費総額（退職手当を除く） ７，７１０ 百万円
（７，６３８）

② 経常収益に対する人件費の割合 ６３．５ ％
（６２．９）

③ 外部資金により手当した人件費を除い ７，６３８百万円
た人件費
④ 外部資金を除いた経常収益に対する上 ６６．９ ％
記③の割合

⑤ 標準的な常勤職員の週あたりの勤務時間 ４０時間００分
として規定されている時間数

※ 括弧書きは，年度計画に対応した実績額
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岩 手 大 学
○ 別表 （学部の学科，研究科の専攻等）

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

人文社会科学部 () () ()()× 工学研究科a b b / a 100
人間科学課程 １６０ (名) １８３ (名) １１４( ) 物質工学専攻 １８ ２５ １３９%
国際文化課程 ３０５ ３３９ １１１ 生産開発工学専攻 １５ １９ １２７
法学・経済課程 ２８５ ３１６ １１１ 電子情報工学専攻 １５ ２６ １７３
環境科学課程 １２０ １３０ １０８ フロンティア材料機能工学専攻 ８ ８ １００
人文社会科学科（旧課程） ー ２９ ー 農学研究科
３年次編入 ２０ ４０ ２００ 農業生命科学専攻 ３７ ５０ １３５

学 教育学部 農林環境科学専攻 ３０ ２７ ９０
学校教育教員養成課程 ６４０ ６６７ １０４ 農林生産学専攻 ２４ ２２ ９２
生涯教育課程 ２００ ２３６ １１８ 応用生物学専攻 ２９ ２７ ９３
芸術文化課程 １６０ １７６ １１０ 農業生産環境工学専攻 １４ １６ １１４
小学校教員養成課程（旧課程） ー １０ ー 連合農学研究科
中学校教員養成課程（旧課程） ー ６ ー 生物生産科学専攻 １８ ２９ １６１
特別教科教員養成課程（旧課程） ー １ ー 生物資源科学専攻 ２５ ６９ ２７６
附属小学校 ７６８ ７５３ ９８ 生物環境科学専攻 １８ ４３ ２３９

部 附属中学校 ４８０ ４７９ １００
附属養護学校 小学部 １８ ２１ １１７
附属養護学校 中学部 １８ １３ ７２
附属養護学校 高等部 ２４ ２３ ９６ ○ 計画の実施状況等
附属幼稚園 １６０ １４４ ９０ ◎人文社会科学部

工 学 部 ３年次編入学： 選考は一定の基準を設けて実施しており，受験生の成績が優秀であったため。
応用化学科 ３１０ ３３２ １０７ ◎教育学部
材料物性工学科 ２００ ２２５ １１３ 生涯教育課程： 留年者が７名あったため。
電気電子工学科 ２４０ ２８１ １１７ 附属養護学校 小学部： 定員を超える志願者があったため（志願者全員を入学させている 。。）
機械工学科 ３２０ ３４８ １０９ 附属養護学校 中学部： 志願者が定員に満たなかったため。
建設環境工学科 ２７０ ３０２ １１２ ◎工学部
情報システム工学科 ２８０ ３０９ １１０ 電気電子工学科： 留年者が１９名あったため。
福祉システム工学科 ２００ ２１４ １０２ ３年次編入学 ： 選考は一定の基準を設けて実施しており，受験生の成績が優秀であったため。
応用分子化学科（旧課程） ー １４ ー ◎農学部
材料物性工学科（旧課程） ー ６ ー 農業生命科学科： 入学辞退者を見込んで合格者を出していたが，予測に反して辞退者が少なかっため。また，
電気電子工学科（旧課程） ー ８ ー 留年者が９名あったため。
機械工学科 （旧課程） ー １８ ー 農林環境科学科： 留年者が１１名あったため。
建設環境工学科（旧課程） ー ３ ー 獣 医 学 科： 留年者が７名あったため。
情報工学科（旧課程） ー ８ ー ◎人文社会科学研究科（修士課程）
３年次編入 ４０ ７８ １９５ 人間科学専攻，国際文化専攻： 選考は一定の基準を設けて実施しており，受験生の成績が優秀であったため。

社会・環境システム専攻： 志願者４名に対して１名合格としたが，入学辞退をしたため。
農学部 地域文化専攻： 選考は一定の基準を設けて実施しており，受験生の成績が優秀であったため。また，留年者が
農業生命科学科 ３６０ ４３６ １２１ ５名あったため。
農林環境科学科 ３７０ ４３０ １１６ 社会科学専攻： 選考は一定の基準を設けて実施しており，受験生の成績が優秀であったため。また，留年者が
獣医学科 １８０ ２１０ １１６ ３名あったため。
農林生産学科（旧課程） ー １ ー ◎教育学研究科（修士課程）
応用生物学科（旧課程） ー ４ ー 障害児教育専攻： 合格後１名が入学辞退したため。
農業生産環境工学科（旧課程） ー ５ ー ◎工学研究科（博士前期課程）

応用化学専攻
人文社会科学研究科 電気電子工学専攻

人間科学専攻 ２ １１ ５５０ 機械工学専攻 社会的要請（ニーズ）が多いため，研究指導教員が担当
大 国際文化学専攻 ２ ８ ４００ 建設環境工学専攻 できる学生数の範囲で受け入れている。

社会・環境システム専攻 ２ ０ ０ 情報システム工学専攻
地域文化専攻 ３ １２ ４００ 福祉システム工学専攻
社会科学専攻 ３ １１ ３６７ フロンティア材料機能工学専攻

学 ◎工学研究科（博士後期課程）
（ ） ， 。教育学研究科 物質工学専攻： 社会的要請 ニーズ が多いため 研究指導教員が担当できる学生数の範囲で受け入れている

学校教育専攻 １２ １１ ９２ また，留年者が４名あったため。
障害児教育専攻 ６ ５ ８３ 生産開発工学専攻： 社会的要請（ニーズ）が多いため，研究指導教員が担当できる学生数の範囲で受け入れて

院 教科教育専攻 ６６ ７３ １１１ いる。また，留年者が７名あったため。
電子情報工学専攻： 社会的要請（ニーズ）が多いため，研究指導教員が担当できる学生数の範囲で受け入れて

工学研究科 いる。また，留年者が７名あったため。
応用化学専攻 ３２ ５６ １７５ ◎農学研究科（修士課程）
材料物性工学専攻 ３０ ３１ １０３ 農業生命科学専攻： 社会的要請（ニーズ）が多いため。また，それに応える指導教員が充実しているため。
電気電子工学専攻 ２６ ６９ ２６５ ◎連合農学研究科（博士課程）
機械工学専攻 ３６ ７６ ２１１ 生物生産科学専攻： 社会的な要請があり，それに応える指導教員が充実しているため。また，留年者が５名あ
建設環境工学専攻 ３０ ４２ １４０ ったため。
情報システム工学専攻 ３２ ６６ ２０６ 生物資源科学専攻： 社会的な要請があり，それに応える指導教員が充実しているため。また，留年者が１５名
福祉システム工学専攻 １２ ２１ １７５ あったため。
フロンティア材料機能工学専攻 １８ ２６ １４４ 生物環境科学専攻： 社会的な要請があり，それに応える指導教員が充実しているため。また，留年者が１１名

あったため。


